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 第 1章 計画策定にあたって 

 

１ 計画策定の趣旨 

本町は、平成 16 年（2004 年）に、平成 26 年（2014 年）3月までの 10年間を計画期

間とした「男女共同参画紫あ波せあっぷるプラン」（第一次紫波町男女共同参画推進計

画。以下「第一次推進計画」といいます。）を策定しました。第一次推進計画では、「男

女が共に参画するまちづくり」など４つの柱を掲げ、男女共同参画の推進に向けたさ

まざまな取り組みを展開してきました。 

これまでの取り組みにより、男女共同参画の推進体制は整いつつあります。一方で

目標として掲げた 80 の指標において、平成 24 年（2012 年）までに目標値を達成した

指標は約半数の 45 項目にとどまりました。特に「男性は仕事、女性は家庭」といった

性別による固定的な役割意識が根強く残っているのが実態です。このほか、東日本大

震災を契機とした防災意識の高まりによって、災害対応における男女の違い等に配慮

した女性の視点が求められることや、配偶者からの暴力などさまざまな課題があり、

これらの課題を解決するため、男女共同参画の取り組みを一層推進していく必要があ

ります。 

また、平成 27年（2015 年）９月「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律

（平成 27年法律第 64号。以下「女性活躍推進法」という。）が公布されました。これ

により、地方公共団体（都道府県・市町村）は、女性活躍推進法に基づく基本方針等

を踏まえ、当該区域内で女性の職業生活における活躍に向けた取り組みを定める推進

計画の策定が努力義務とされました。 

本町は、第二次紫波町男女共同参画推進計画と女性活躍推進法に基づく推進計画を

一体のものとして位置付け、女性が職業生活の中で十分に能力を発揮し活躍できる環

境の整備に取り組み、男女共同参画社会の実現に向けた施策を推進していきます。 

 

 

■社会の情勢と国の取り組み 

  男女共同参画の取り組みは、女性差別の撤廃が叫ばれる中、昭和 50年（1975 年）に

「国際婦人年」が提唱され、「世界行動計画」が国連で採択されました。同年、わが国

においても、総理府に婦人問題企画推進本部が置かれ、法整備に着手しています。平

成 13 年（2001 年）からは内閣府に男女共同参画局が設置され、男女共同参画社会づく

りは国の主要施策の一つとして掲げられるようになりました。  

さらに、「女性活躍推進法」（平成 28年（2016 年）4月施行）により、男女共同参画

社会の実現に向けた取り組みは新たな段階に入りました。少子高齢化や産業構造の多

様化に対応するためには、女性の活躍推進とともに、男女が共に家庭と仕事のバラン

スがとれた生活を送ることが、ますます重要になってきています。 

  また、「政治分野における男女共同参画の推進に関する法律」（平成 30年（2018 年）5月

施行）により、男女の候補者の数ができる限り均等となることを目指すなど、政治分野に

おける男女共同参画を推進し、民主政治の発展を図っています。 
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■これまでの状況 

 第一次推進計画策定前の町の施策は、主に社会教育の分野において女性の地位向上

や社会参加を進めてきました。男女共同参画の具体的な取り組みは平成 15 年（2003

年）に行った「男女共同参画社会づくりのための意識調査」にはじまり、この調査結

果に基づき諸課題を整理し、第一次推進計画を策定しました。その計画を推進するた

め、平成 16 年（2004 年）に町民および関係機関代表者からなる「紫波町男女共同参画

推進委員会」を設置し、広く町民の声を聴取する体制を整えました。また、推進の担

い手の中心となる「男女共同参画サポーター」の養成講座受講を支援し、これまで 44

人（平成 29 年度（2017 年度）末）が知事認定をうけています。 

庁内体制としては、町長と部課長等職員からなる「紫波町男女共同参画推進会議」

を設置し、方針、方策を決定することとしています。平成 24年からは、全庁横断的な

推進を図るため、担当部署を教育委員会部局から町長部局企画課に移行しています。 

 

 

 

２ 計画の位置づけ 

(１) この計画は、男女共同参画社会基本法第 14 条第 3項並びに、女性活躍推進法第

６条２項の規定に基づく計画です。 

(２) この計画は、紫波町総合計画の個別計画とします。 

(３) この計画は、第一次推進計画の成果を活かします。 

 

 

 

３ 計画の期間 

この計画の期間は、男女共同参画社会基本法に基づく計画に関しては平成 26 年度

（2014 年度）から 35 年度（2023 年度）までの 10 年間、女性活躍推進法に基づく計画

に関しては平成 28 年度（2016 年度）から 35 年度（2023 年度）までの８年間とします。 

    

 

◆男女共同参画社会基本法における定義 

 平成 11 年に制定された男女共同参画社会基本法において、男女共同参画社会は「男女が、社会の対等な構

成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女

が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会」

と定義されています。 

 

◆紫波町男女共同参画社会づくりのための意識調査（以下「男女共同参画意識調査」資料 P58 に掲載） 

 本計画の制定に当たっては、平成 30 年 2月、紫波町在住の 2,000 人の男女に対し、調査回答を依頼し、返

信いただいたもののうち、有効回答 694 件についてその結果を反映しました。  
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第２章 計画の基本的な考え方 

 

１ 目指すもの 

本計画は、男女共同参画社会を実現するため策定するもので、男女
ひととひと

がお互いの意思

と立場を尊重しながら自立し、支え合い、いきいきと暮らすため、すべての住民が男

女共同参画の意義を理解し、行動する社会を目指します。 

 

２ 基本方針および重点項目の体系 

第二次推進計画では、第一次推進計画で掲げた４つの柱を、基本方針として引き継

ぎ、基本方針に基づいて、それぞれの重点項目を掲げ、具体的方策を次の表のとおり

取り組んでいきます。 

基本方針 重点項目 具体的方策 

Ⅰ男女がお互

いを尊重する

意識の定着を

図ります 

①人権の尊重・男

女平等の気づき 

☆ 人権や男女平等に関する研修、啓発事業の実施 

☆ 男女共同参画、人権に関する情報提供や関連資

料の整備 

 人権擁護などの関係機関との連携強化 

②人権学習・男女

平等教育の推進 

 人権ハンドブックなどを活用した男女平等教育

の推進 

 
教育関係者、児童・生徒の保護者などへの研修機

会の確保 

 異性に対する正しい認識のための教育 

 学校における男女混合名簿の採用 

 
LGBT

※
などの性的少数者への偏見解消のための

啓発 

③固定的役割意識

の緩和と慣行の見

直し 

☆ 社会的性別に起因する課題把握と相談対応 

☆ 意識調査による家庭の実態把握 

☆ 固定的性別役割意識解消の啓発 

 家庭内での家事、育児、介護の役割分担の推奨 

Ⅱ男女が共に支

え合い、心豊か

で安全安心な社

会づくりを進め

ます 

 

①家庭生活におけ

る男女の支え合い 

☆ 家庭生活でのバランスがとれた役割分担の啓発 

☆ 福祉サービスの充実と適正なサービスの提供 

☆ 育児、食育などの家庭教育と連携した男女共同

参画の推進 

②地域ぐるみで見

守る子育て 

☆ きめ細かな子育て支援環境の整備 

☆ 子どもの成長を見守る活動の支援とネットワー

クづくり 

☆ 子育て支援ボランティアの活動支援、情報発信 

☆：男女共同参画社会基本法・女性活躍推進法に基づく推進計画に該当する項目 

※LGBT：レズビアン（女性同性愛者）、ゲイ（男性同性愛者）、バイセクシャル（両性愛者）、トランスジェ

ンダー（性同一性障害者など心と体の性が一致しない人）の頭文字をとった性的少数者を表す言葉 
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基本方針 重点項目 具体的方策 

Ⅱ男女が共に支

え合い、心豊か

で安全安心な社

会づくりを進め

ます 

 

③DV
※
の根絶を目

指したサポート 

 
紫波町住民基本台帳事務における DV・ストーカ

ー行為等の被害者措置 

 
DV 相談窓口の盛岡広域での連携による町内事案

に対するきめ細やかな対応と周知 

 暴力防止セミナーなど学習機会の提供 

 警察など関係機関との連携強化 

④生涯を通じた健

康づくり支援 

☆ 心身の健康保持・増進対策と相談機能の充実 

☆ 妊娠、出産、子育て期における女性の健康支援 

☆ 男女の身体的性差に応じた健康支援 

Ⅲ仕事と生活の

調和がとれた社

会を目指します 

 

①働きやすい職場

環境づくり 

☆ ワーク・ライフ・バランス実現のための啓発 

☆ ☆ 雇用の維持、確保の働きかけ 

☆  能力開発の支援機会の情報提供 

②農業・自営業に

おけるパートナー

シップ 

☆  家族経営協定など労働に対する評価の周知 

☆  農林業・商工業などにかかわる女性の社会参加、

交流の支援 

☆  ６次産業などビジネスチャンスを増加させるた

めの支援 

③活動したい人、

起業したい人への

支援 

☆  起業を目指す人への支援（セミナー等）の情報

提供 

☆  国や県の融資制度、補助金情報の提供 

 
公益活動団体に対する地域づくり活動補助金の

交付 

Ⅳあらゆる分野

で男女が参画す

る機会を増やし

ていきます 

 

①政策・方針決定

過程への女性の参

画拡大 

☆ ポジティブアクションによる審議会などへの女

性割合の目標設定 

☆  市民参加を進め、市民の意見をまちづくりに生

かす 

☆  情報の入手や発信が、誰でも平等にできる環境

の整備 

②ＮＰＯ、コミュ

ニティ活動におけ

る男女共同参画推

進 

☆  活動時の託児や介護サービス体制の整備推進 

☆  
自治組織やNPOなどの意思決定に女性が参画す

る働きかけ 

☆  活躍する団体相互の情報交換による活性化 

③男女共同参画の

視点を入れた災害

に強いまちづくり 

☆ 地域防災計画策定過程への女性の参画 

☆ 自主防災組織の意思決定に女性が参画する働き

かけ 

 災害対応時の男女の違いへの配慮 

☆：男女共同参画社会基本法・女性活躍推進法に基づく推進計画に該当する項目 

※ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）：配偶者など親しい関係にある人からの身体的、精神的、性的、経

済的な暴力をいいます。 
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３ 計画のイメージ図 
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男女共同参画推進計画〈紫あ波せあっぷるプランⅡ〉 
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6 

 

第３章 計画の推進 

 

１ 施策の展開 

 

 

 

 

【施策の方向性】 

人権尊重・男女平等意識の理解は、家庭、学校、地域が互いに連携し、成長段階に応じた

学習の機会や情報の充実を図ることが第一歩です。あらゆる場面において、年代、性別、人種、

国籍に関りなく、それぞれの個性を認め合う意識が育つよう、学習機会の提供、情報の充実を

目指します。 

 

【現状と課題】 

人々の意識や価値観は、家庭、学校、職場、地域などで形成されます。男女共同参画社会

の実現のためには、性別による偏見や差別が、個人の尊厳を侵すということを幼いころから知 

ることが重要です。 

町が行った意識調査では、女性の人権が尊重されていると思う人の割合は、10 年前に比べ

大幅に増えています。しかしその割合は、男性は 61.2％であるのに対し、女性は 35％にとどま 

り、男女の現状認識に大きな違いがあります。また、男女の不平等感は、社会通念や習慣の分

野において最も多く感じられています。 

また、政治や経済、文化などあらゆる分野で国際化が進む中において人種や国籍などによら

ずお互いの人権を尊重することも重要になってきます。 

  

Ⅰ-① 人権の尊重・男女平等の気づき 

基本方針Ⅰ 男女がお互いを尊重する意識の定着を図ります 
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思う, 32.8% 

思う, 35.0% 

思わない, 31.2% 

思わない, 23.0% 

わからない, 

36.0% 

わからない, 

42.0% 

H29

H24

■今の世の中、女性の人権が尊重されていると思いますか 
女 性 

思う, 55.2% 

思う, 61.2% 

思わない, 18.1% 

思わない, 15.3% 

わからない, 

26.7% 

わからない, 

23.5% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H29

H24

男 性 

【具体的方策】  

・人権や男女平等に関する研修、啓発事業の実施  

・男女共同参画、人権に関する情報提供や関連資料の整備  

・人権擁護などの関係機関との連携強化  

【目指そう値】 

   ・女性の人権が尊重されていると思う人の割合 

   ・男女共同参画サポーター認定者数 

  ・図書館における人権・男女共同参画に関する書籍数 

【関係する課】 企画課・健康福祉課・生涯学習課・図書館 

H24 女(n=374） 男(n=268） 

H29 女(n=414) 男(n=277) ｎ= 回答者実数 

（男女共同参画意識調査 2018 ） 
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【施策の方向性】 

少年期から男女の性の違いを理解し、男女平等の豊かな人間性を育む観点に立った教育 

を目指します。 

 

【現状と課題】 

学校での教育と体験は、人格形成の基礎を築く少年期に、男女平等の意識や人権の理解 

に大きな影響を与えます。学校や社会において教育に関わるあらゆる人が、男女共同参画を 

正しく理解していることが重要です。児童生徒の個性や能力を生かし、性別による固定観念に 

とらわれず、男女平等の意識の醸成を図る必要があります。また、LGBT など性的少数者への

差別や偏見の解消も必要です。 

近年は、テレビやインターネットの普及により様々な情報が手に入ると同時にその情報を正し

く理解し、活用する能力の向上が求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

平等である, 

20.4% 

平等である, 8.8% 

男性が優遇, 

42.7% 

男性が優遇, 

41.6% 

女性が優遇, 3.3% 

女性が優遇, 1.2% 

どちらともいえ

ない, 33.6% 

どちらともいえ

ない, 48.4% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男 

（n=27

4) 

女 

(n=411) 

■ 社会や生活の中で、男女の地位が平等だと思いますか 

Ⅰ-② 人権学習・男女平等教育の推進 

（男女共同参画意識調査 2018 ） 

基本方針Ⅰ 男女がお互いを尊重する意識の定着を図ります 

「LGBT」とは、レズビアン（女性同性愛者）、ゲイ（男性同性愛者）、バイセクシャル（両性愛

者）、トランスジェンダー（性同一性障害者など心と体の性が一致しない人）の頭文字をとった

性的少数者を表す言葉 
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社会通念や習慣 

42% 

職場 

18% 政治や方針決定

の場 

12% 

地域社会 

10% 

家庭 

10% 

法律や制度上 

5% 

学校教育 

1% 
その他 

2% 

■男女の地位で不平等があるのは、どの分野だと思いますか(n=663） 

【具体的方策】  

・人権ハンドブックなどを活用した男女平等教育の推進 

・教育関係者、児童・生徒の保護者などへの研修機会の確保 

・異性に対する正しい認識のための教育  

・学校における男女混合名簿の採用 

・LGBT などの性的少数者への偏見解消のための啓発 

【目指そう値】 

   ・社会や生活の中で、男女の地位（立場）が平等と思う人の割合 

   ・人権擁護委員による人権教室の実施回数 

   ・小中学校における混合名簿の導入 

   ・「LGBT」について知っている人の割合 

【関係する課】 企画課・健康福祉課・学務課・学校教育課・生涯学習課 

（男女共同参画意識調査 2018 ） 
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【施策の方向性】 

すべての人が男女共同参画の理念を正しく理解し、社会制度や慣行の見直しに向けた気 

づきと行動が、市民の中で広まるよう、積極的な啓発や学習機会の提供を目指します。 

 

【現状と課題】 

 性別による役割分担の意識は、時代と共に変わりつつありますが、無意識のうちに社会的、

文化的に形成された性差（ジェンダー）がいまだに人々の意識の中に根強く残っています。その

考えに基づく社会制度や慣行は、女性のみならず男性にとってもさまざまな分野で障害になる

ことがあります。意識調査では「男性は仕事、女性は家庭」といった考えに同感できない人は

51.5％（平成29年度（2017年度））で、5年前の47.5％から意識の変化が進んでいると思われま

す。 

 家庭内での役割分担で、育児、地域行事、介護などは約 80％の人が夫婦共同で行うこと が

理想と考えているのに対し、実態は妻の負担割合がいずれも大きいものとなっています。特に

仕事を持つ女性の負担が大きい傾向にあります。負担が偏ってしまうのは、固定的性別役割分

担の意識が未だ根強いこともありますが、男性は女性よりも残業が多い傾向にあり、家事、育児

を行う余裕がないことも要因として挙げられます。少しでも理想に近づくためのきっかけづくりが

必要です。 

 

  

同感する, 5.0% 

同感する, 8.4% 

同感できない, 51.5% 

同感できない, 47.5% 

どちらともいえない, 

42.2% 

どちらともいえない, 

42.6% 

わからない, 1.3% 

わからない, 1.5% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H29 

（ｎ=654） 

H24 

（ｎ=648) 

■「男は仕事、女は家庭」と性別で役割を固定する考えをどう思いますか 

Ⅰ-③ 固定的役割意識の緩和と慣行の見直し 

基本方針Ⅰ 男女がお互いを尊重する意識の定着を図ります 

 

（男女共同参画意識調査 2018 ） 

【具体的方策】  

・社会的性別（ジェンダー）に起因する課題把握と相談対応  

・意識調査による家庭の実態把握 

・固定的性別役割意識解消の啓発 

・家庭内での家事、育児、介護の役割分担の推奨 

【目指そう値】 

 ・「男は仕事、女は家庭」という固定観念に同感しない人の割合 

 【関係する課】 企画課・健康福祉課・長寿介護課・生涯学習課 
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■ 家庭内の役割分担をどのようにしていますか。(配偶者と同居している人 n=220) 

  

  

  

  

  

1.4% 

85.7% 

10.1% 2.8% 
0.9% 

46.9% 

45.5% 

6.6% 

主に夫 

主に妻 

夫婦で共同 

その他 

(男女共同参画意識調査2018 ) 

53.9% 35.1% 

11.0% 

15.3% 

74.6% 

10.1% 

33.6% 

22.4% 

36.0% 

8.0% 8.7% 
5.8% 

78.8% 

6.7% 

4.0% 

30.7% 

36.7% 

28.6% 

0.5% 4.0% 

77.8% 

17.7% 

13.4% 

60.4% 

25.3% 

0.9% 2.8% 

41.2% 

52.6% 

3.4% 

【食事のしたく】 

【育 児】 

【地域行事】 

【高齢者の介護】 

【生活費の管理】 

現 実 理 想 
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【施策の方向性】 

私たちは、職場、家庭、地域社会の中で、「女性にできるわけがない」とか「男性にやれ   

るはずがない」と思い込んでいることがあります。しかしほとんどのことはやってみれば      

できるようになります。新たな考え方とチャレンジを認め合う社会を目指します。 

 

【現状と課題】 

育児・介護の制度、労働基準法などの法令は、常に改善に向けた議論はされているものの、

家庭生活での負担が女性に偏る傾向があります。負担の感じ方に個人差はあっても、家族の 

思いやり、支え合いによって容易に改善されるケースが多く存在します。 特に男性は、従来 

の仕事中心のライフスタイルから家事、育児、介護などへも積極的に参加し、家族の中で一人

にだけ負担がかかることがない役割分担を試みるのも一つの方法です。 

良好な家族関係は、相続問題など思わぬトラブルの回避にもつながります。日ごろから家族

に関心を持ち、思いやりを忘れないことが大切です。 

 

 

■介護が必要になったとき誰に介護してもらいたいですか（上位 3番） 

 男 性 女 性 

1 番 配偶者 27.4％ 介護施設 27.6％ 

2 番 介護施設 27.3％ ホームヘルパー23.2％ 

3 番 ホームヘルパー19.8％ 配偶者 18.6％ 

 

 

 

0.8% 

3.3% 

4.6% 

8.2% 

8.5% 

11.8% 

14.1% 

14.7% 

15.4% 

18.6% 

その他 

特に関わらない 

保育施設・学校に関わること 

母親の子育ての悩みを聞くこと 

スポ少や部活動に関わること 

子どもの進路などを考える 

毎日世話をする 

通学・習い事などの送り迎え 

母親が自分の時間を持ちたいとき 

行儀などのしつけ 

■父親が子育てにどのように関わっていますか（n＝306） 

Ⅱ-① 家庭生活における男女の支え合い 

（男女共同参画意識調査 2018 ） 

基本方針Ⅱ 男女が共に支え合い、心豊かで安全安心な社会づくりを進めます 

（男女共同参画意識調査 2018 ） 
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「パパママ教室」は、妊娠や分娩、育児の知識を学ぶために保健センターが行っている事業です。 

「元気はつらつ白書」は、町の各種保健事業の内容、結果をまとめた資料です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

父親だって上手に育児ができます 

健康福祉課では、妊婦や父親を対象にした「パパママ 

教室」を開催し、父親の育児を支援しています。 

 

 

  

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

1回あたりの平均参加数

（人） 
8.9 13.2 7.3 9.9 9.3 12.3 7.1 7.5 8.7 7.7

夫同伴率（％） 67.3 63.0 58.7 70.7 69.1 70.8 66.7 66.7 75.5 75.0

0

20

40

60

80

0

5

10

15

■パパママ教室の平均参加人数と夫同伴率 

【具体的方策】  

・家庭生活でのバランスがとれた役割分担の啓発 

・福祉サービスの充実と適正なサービスの提供 

・育児、食育など家庭教育と連携した男女共同参画の推進  

【目指そう値】 

  ・父親が何らかのかたちで子育てに関わっている割合 

   ・高齢者の世話、在宅介護を共同で行っている夫婦の割合 

【関係する課】 企画課・健康福祉課・長寿介護課・農林課・生涯学習課・こども課 

 

（元気はつらつ白書） 

 

（％） 
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【施策の方向性】 

子育て世代が、子育てへの不安を解消し、安心感の中で子育てができるよう、社会全体で支

える仕組みづくりを目指します。  

 

【現状と課題】 

意識調査（問 4）では、男女とも約半数が理想の子どもの数を「2 人」と回答し、「3 人」という回

答と拮抗しています。また、理想と現実の差はひらきがあり、平成 28 年度の合計特殊出生率※

は 1.46 であり、平成 2 年（1990 年）以降 2.00 を下回り平成 22 年から微増が続いています。子

育てをするために必要なものは何だと思うのかについては、「必要なときに預かってくれる保育

施設」という回答が一番多く、次に「育児の経済的負担軽減」となりました。（意識調査 問 8） 

町は安心して子どもを生み育てられるよう、子どもの成長を家庭と社会で見守る仕組み、切れ

目ない子育て支援の体制づくりを進めています。それは施設整備だけでなく、若い親世代が自

由に集う機会や環境づくり、地域で子育てにかかわる人材の養成、ネットワークづくりなど包括

的に考えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

出生数（人） 229 227 218 225 217 212 198 210

合計特殊出生率（％） 1.36 1.36 1.37 1.39 1.43 1.44 1.46

0

0.5

1

1.5

2

0

50

100

150

200

250

■町内出生数と合計特殊出生率 

Ⅱ-② 地域ぐるみで見守る子育て 

基本方針Ⅱ 男女が共に支え合い、心豊かで安全安心な社会づくりを進めます 

 

※合計特殊出生率＝一人の女性が一生に産む子どもの平均数 

（岩手県保健福祉年報） 
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 紫波町ファミリー・サポート・センター 

子育てを支えたい人と手伝ってもらいたい人がつながり、子育てを支え合える地域をつくるために、

紫波町ファミリー・サポート・センター（ファミサポ）を開設しました。当センターは、多様化する子育て

ニーズに対応するために設置されたもので、町が民間に委託し、運営されます。 

 ファミサポとは、子育ての支援を受けたい人が「依頼会員」、子育ての援助を行える人が「援助会員」

として会員登録をし、地域の中でサポートし合う仕組みのことです。依頼会員と援助会員の間にアド

バイザーが入り、それぞれの都合などが合った場合にサポートが行われます。 

 

  

【具体的方策】  

・きめ細かな子育て支援環境の整備 

・子どもの成長を見守る活動の支援とネットワークづくり 

・子育て支援ボランティアの活動支援、情報発信 

【目指そう値】 

   ・ファミリー・サポート・センター事業の会員登録者数 

   ・病児保育の登録者数 

【関係する課】 企画課・生涯学習課・こども課 
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【施策の方向性】 

配偶者など親しい関係にある人からの身体的、精神的、性的、経済的な暴力（ドメスティッ 

ク・バイオレンス、以下「ＤＶ」という。）は、すべての人がＤＶ防止に対する正しい知識を得るこ 

とが根絶への第一歩です。同時に、被害者が置かれている状況に応じた相談体制を整えるこ 

とも必要です。 

県や広域市町その他専門機関と連携した体制の構築により、幅広い知識と能力を持つ相談

員の資質向上が図られるほか、必要に応じた同行支援、緊急避難時における安全な宿泊場所

の提供など幅広い対応が可能となります。被害者の適切な保護とともにＤＶ根絶の体制づくりを

目指します。 

 

【現状と課題】 

ＤＶは、重大な人権侵害であり、許されるものではありません。家庭内で行われることが多い 

ため外部からの発見が困難で、加害者の罪の意識が薄く、潜在的に繰り返されるうちに深刻 

な事態に陥るケースもあります。 

ＤＶ防止の教育、啓発とともに、被害者の状況に応じた的確な対応ができる相談体制の整 

備が課題となっています。現在、町には専門の相談機関がないことから、県や広域の市、警察

その他専門機関と連携を図っていく必要があります。 

盛岡市の設置する配偶者暴力相談支援センター（もりおか女性センター内）では、紫波町民

からの相談も寄せられています。町内では知り合いに会うなど相談のしづらさや、避難のため遠

隔地に逃げるなどして、居住地での相談が困難な場合もあります。また、近年ではデートＤＶや

児童虐待、精神障害等も絡み、相談内容が複雑化・多様化する状況にあります。 

 

 

61.2% 

41.7% 

50.7% 

82.0% 

88.8% 

59.4% 

49.0% 

48.8% 

82.7% 

89.7% 

裁判所が加害者に接近禁止や退去を 

命じる制度がある 

警察や県が設置する支援センターが 

被害者を保護する 

DV被害者を支援する法律がある 

DVには精神的、経済的暴力が含まれる 

配偶者から受ける暴力をDVと呼ぶ 

■親しい男女間の暴力についての認知度 

（知っている人の割合） 

女（n=416） 

男（n=278） 

Ⅱ-③ ＤＶの根絶を目指したサポート 

基本方針Ⅱ 男女が共に支え合い、心豊かで安全安心な社会づくりを進めます 

（男女共同参画意識調査 2018 ） 
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※１ 「配偶者暴力相談支援センター」は、配偶者からの暴力の防止と被害者の保護を図るための相談、  

カウンセリング、保護、自立援助などを行う機関で、県内に 12 カ所あります。町近郊には福祉       

総合相談センター、岩手県男女共同参画センター、もりおか女性センター、各広域振興局保健福    

祉環境部があります。 

 

■紫波町住民基本台帳事務におけるＤＶ・ストーカー行為等の被害者措置申出件数 

被害者からの申出を受け、住民基本台帳の一部の写しの閲覧及び住民票の写し等の交付、戸籍の附票の写しの

交付を本人のみとする制限を行う被害者保護措置の申出件数 

平成 25 年 

（2013 年） 

平成 26 年 

（2014 年） 

平成 27 年 

（2015 年） 

平成 28 年 

（2016 年） 

平成 29 年 

（2017 年） 

４件 ７件 ７件 ５件 ７件 
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1262 
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1763 

1504 

1639 

1504 

2378 

1865 

1780 

0

500

1000

1500

2000

2500

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

■配偶者暴力相談支援センターへの相談件数（岩手県） 

【具体的方策】  

 ･紫波町住民基本台帳事務におけるＤＶ・ストーカー行為等の被害者措置 

・DV 相談窓口の盛岡広域での連携による町内事案に対するきめ細かな対応と周知 

・暴力防止セミナーなど学習機会の提供 

・警察など関係機関との連携強化 

【目指そう値】 

  ・警察や配偶者暴力相談支援センターが、DV被害者を保護することを知っている人の 

割合 

【関係する課】 企画課・町民課・健康福祉課・消防防災課・生涯学習課・こども課 
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【施策の方向性】 

男女の身体的性差を十分に理解し合い、思いやりを持って生きることは、男女共同参画社会

を支える基盤となります。一人ひとりが健やかで心豊かに暮らすためには、生涯を通じた健康づ

くり支援が必要です。個々のライフステージに応じた健康の保持増進対策を充実させることで、

自らが健康管理の意識を高め、健康づくりに取り組むまちを目指します。 

 

【現状と課題】 

健康づくりに向けた町の取り組みは多岐にわたります。各種検診などの保健事業をはじめ、

食育推進、健康教育、スポーツ推進など、疾病予防のみならず楽しみながらできる健康づくり事

業に取り組んでいます。 

乳幼児期から高齢期まで切れ目なく健康を支援するためには、行政・企業・活動団体・地域・

学校・家庭のさらなる連携が必要です。これまでの健康づくり支援を継続しつつ、心身の不調や

出産・育児などの困りごとから不安や負担を少しでも軽減するためのしくみとして、各所の相談

機能を充実・連携させたネットワークの構築が望まれています。 

男女の身体的性差に応じた健康支援では、男女特有の疾病予防として、乳がん・子宮がん

検診や前立腺がん検診を実施し、早期発見・早期治療につなげています。男女の身体的性差

の理解を深めるためには、若年層に対する健康と性に関する正しい知識の普及と教育が必要

です。 

 

 
平成20年度にスタートした特定健康診査は、順調に受診率を伸ばし、県内上位の実績となっています。

しかし、女性に比べ男性の受診率が低く、対象者が複数ある世帯の中には世帯員一人のみの受診も見

受けられます。男女共同参画の視点からは、家族間で声をかけあい受診を勧めることもポイントのひとつ

と考えられます。 

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

男性 48.25 46.5 49.39 47.56 51.64 51.26 51.84 51.93 51.56 52.80

女性 52.78 54.21 57.55 56.35 59.78 59.47 60.13 59.91 59.91 60.29

全体受診率 48.29 50.57 53.71 52.22 56.08 55.59 56.21 56.15 55.98 56.75
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■特定健康診査受診率（紫波町） (%) 

Ⅱ-④ 生涯を通じた健康づくり支援 

基本方針Ⅱ 男女が共に支え合い、心豊かで安全安心な社会づくりを進めます 

（紫波町国民健康保険実績） 
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H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

乳がん 25.1 30.7 28.1 25.6 25.2 23.9 28.3 28.8 28.8 32.1

子宮がん 23.9 30.0 28.1 26.7 26.6 24.8 27.7 27.8 27.8 32.0

0
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35

■乳がん・子宮がん検診受診率（紫波町） (%) 

 

 

【具体的方策】  

・心身の健康保持・増進対策と相談機能の充実 

・妊娠、出産、子育て期における女性の健康支援 

・男女の身体的性差に応じた健康支援 

【目指そう値】 

・特定健康診査受診率（紫波町国民健康保険加入者対象） 

・早期に妊娠届出を行う人の割合（妊娠 11 週以内） 

・乳がん検診受診率 

・子宮がん検診受診率 

【関係する課】 町民課・健康福祉課・長寿介護課・農林課・生涯学習課・こども課 

学務課・学校教育課・学校給食センター 
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【施策の方向性】 

働きやすい職場環境をつくるには、育児休暇制度や介護休暇制度を理解する人を増やす 

必要があります。男女が人生の各段階において、多様な生き方を選択、実現できるよう、社会 

全体で支えるしくみづくりを目指します。 

 

【現状と課題】 

男女雇用機会均等法が平成 10 年（1998 年）に改正され、雇用に関する男女の差別的扱い 

は禁止されています。しかし、依然職場内で性別による不平等を感じる人は男女とも多い状態

です。また、女性は出産などを機に仕事と家庭生活の両立が難しくなり、一旦職を離れる人も 

多く、その後の就職は難しい状態です。誰もが意欲と能力に応じて働くことができる体制づくりが

重要となります。意識調査によれば、女性が働きやすくするために必要なこととして女性が感じ

ていることは「保育・介護の施設やサービス拡充」、「介護・育児の休暇制度充実」であり、男性

が感じていることは「介護・育児の休暇制度充実」、「家庭内の家事の分担」という結果となって

います。（意識調査 問 15） 

企業では、ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の実現のため、柔軟な雇用形態へ 

の移行や「育児・介護休業法」による休暇の積極的取得に取り組んでいます。しかし仕事に対 

する責任感や周囲への配慮から制度を十分に利用することが難しく、ワーク・ライフ・バランス 

を実現している人や企業は少数にとどまっています。雇用者、労働者両方の理解が進むよう 

に取り組んでいきます。 

  

Ⅲ-① 働きやすい職場環境づくり 

基本方針Ⅲ 仕事と生活の調和がとれた社会を目指します 
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思う, 45.0% 

思う, 40.5% 

思わない, 34.2% 

思わない, 31.2% 

わからない, 

20.8% 

わからない, 

28.3% 

H29

H24

■あなたの職場では男性と女性の待遇が平等だと思いますか 女性 

思う, 45.1% 

思う, 44.1% 

思わない, 41.6% 

思わない, 40.7% 

わからない, 

13.3% 

わからない, 

15.2% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H29

H24

男性 

（男女共同参画意識調査 2018 ） 

【具体的方策】 

・ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）実現のための啓発 

・雇用の維持、確保の働きかけ 

・能力開発の支援機会の情報提供 

【目指そう値】 

  ・職場において男女の待遇が平等と思う人の割合 

・女性が働きやすい社会だと思う人の割合 

・「ワーク・ライフ・バランス」という言葉の意味を知っている人の割合 

【関係する課】 企画課・商工観光課 

H24 女(n=205) 男(n=145) 

H29 女(n=240) 男(n=173) 
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【施策の方向性】 

農林業・商工業などの自営業に従事する男女が、その役割に応じた適正な評価を受けると 

ともに、互いに協力し合いながら経営や生産に取り組める環境づくりを目指します。 

 

【現状と課題】 

農林業・商工業など家族経営に従事する女性は、生産や経営の主要な担い手として役割を

果たしています。農業分野においては、６次産業化に取り組む事例が増加しており、女性農業

者が活躍する場面も増えてきています。しかし、経営における方針決定などは男性を中心に行

われることが多く、女性が果たしている役割に対する適正な評価が得られにくい状況にありま

す。 

さらに、仕事と家庭生活の区別がしにくいことから、女性は仕事と家事の二重の負担となるケ

ースもあり、労働時間と休息時間が不明確になりがちです。 

 

 

 

 

 

 

 

52.4% 

24.7% 

9.5% 8.6% 
4.8% 

64.4% 

10.0% 7.8% 
12.2% 

5.6% 

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

■農林業・商工業に従事した家族に金銭的評価をするべきと思いますか 

H24

H29

Ⅲ-② 農業・自営業におけるパートナーシップ 

基本方針Ⅲ 仕事と生活の調和がとれた社会を目指します 

（男女共同参画意識調査 2018 ） 
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■町内の家族経営協定農家数（件） 

【具体的方策】  

・家族経営協定など労働に対する評価の周知  

・農林業・商工業などにかかわる女性の社会参加、交流の支援 

・６次産業などビジネスチャンスを増加させるための支援  

【目指そう値】 

  ・家族経営協定締結農家数 

    ・農林業・商工業などに従事した家族に金銭的評価をするべきと思う割合 

【関係する課】 企画課・農林課・農業委員会・商工観光課 

 

（紫波町農業委員会調べ） 

「家族経営協定」とは、家族の平等な農業経営参画を保障するため、家族員相互間での 

話し合いによって合意されるルール 

「６次産業」とは、農業などの第一次産業が食品加工・流通・販売にも業務展開する経   

営形態です。 
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【施策の方向性】 

公益活動、起業へのチャレンジに対し、情報の提供と支援の充実を目指します。 

 

【現状と課題】 

町が、平成 20 年頃から市民活動やコミュニティビジネス支援に取り組む中で、公益活動や起

業を目指す人たちが増えつつあります。市民活動支援センターは、趣味の講座、公益活動、ビ

ジネスにつながるものまで幅広い情報を得られる場所です。市民活動のプロセスデザインや

NPOの運営、起業制度の講座を開催していますが、さらに相談体制の充実が望まれています。 

資金面では、公益活動団体に対して、市民により選考する「紫波町地域づくり活動補助金」を

交付するなどの支援を行うとともに、国、県及び民間の融資制度や補助金情報の提供を行って

います。これからも新たな活動へのチャレンジに対する支援を継続して行う必要があります。 

 

 

 

■何にも参加して 

いないと答えた人 

の理由 

 

 

28.9% 

27.4% 

11.1% 

8.9% 

7.9% 

7.7% 

11.1% 

1.7% 

1.0% 

0.2% 

2.5% 

28.5% 

23.9% 

17.0% 

10.2% 

7.7% 

1.9% 

17.0% 

7.6% 

0.7% 

0.2% 

0.4% 

何にも参加していない 

ボランティア活動 

青少年の健全育成 

スポーツ・趣味などのサークル 

国際交流活動 

自然保護など地域環境を守る運動 

青少年の健全育成 

PTA活動 

青年・女性・高齢者等の団体活動 

政党・宗教など 

その他 

■現在、仕事以外に何か活動していますか（％） 

男性 

（ｎ＝405） 

女性 

（ｎ＝569） 

 女 性 男 性 

1 位 仕事が忙しいから 仕事が忙しいから 

2 位 関心がないから 関心がないから 

3 位 家事・育児・介護が忙しい 適当な講座・サークルがない 

4 位 適当な講座・サークルがない 費用がかかるから 

5 位 費用がかかるから 活動の場・施設がない 

基本方針Ⅲ 仕事と生活の調和がとれた社会を目指します 

Ⅲ-③ 活動したい人、起業したい人への支援 

（男女共同参画意識調査 2018 ） 
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地域づくり活動補助金 

町では、特定非営利活動法人または営利を目的としない任意の市民活動団体で、活動開始から

概ね 3 年以内の団体が行う地域の課題解決に向けた活動、または地域を活性化する活動に対して

地域づくり活動補助金を交付しています。 

協働のまちづくりに資する公益活動の活性化を図るため、住民の柔軟な発想による地域づくりや

課題解決に取り組む活動及び公益団体の組織づくりを支援しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【具体的方策】 

・起業を目指す人への支援（セミナー等）の情報提供  

・国や県の融資制度、補助金情報の提供  

・公益活動団体に対する地域づくり活動補助金の交付  

【目指そう値】 

・仕事以外に何か活動をしている人の割合 

【関係する課】  企画課・商工観光課 

※地域づくり活動補助金 事業提案会・審査会の様子 
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【施策の方向性】 

男女共同参画社会の実現は、行政、企業、地域社会などあらゆる分野で、男女の対等な参

画が必要なことから、互いの意見を反映させる機会の均等を目指します。 

 

【現状と課題】 

市民の意見を反映させる町の審議会等は、男女が構成員として平等に参画し、調和のとれ 

た意思決定がされることが理想です。そのため、すべての審議会等に女性を参画させること、 

これに加えて、女性委員の割合を平均 30％以上にすることを目標として改善を図ってきました。

意思決定に複数の女性が参画し、男女双方の意見を計画や方針決定に反映させていける状

況を積極的につくっていくことが必要です。 

 

■あらゆる分野の活動における女性比率の推移  

  H26 H27 H28 H29 
H30 まで 

の目標値 

法定審議会等 21.6% 21.6% 23.6% 24.5% 30.0% 

町内小中学校校長・副校長 21.4% 17..9% 17.8% 10.7% 30.0% 

町職員管理職 33.3% 27.6% 31.6% 34.4% 35.0% 

懇談会・意見交換会参加者 - 24.9% 38.7% 30.2% 25.0% 

市民活動 - - - 41% 50.0% 

防災会議 3 人 3 人 3 人 6 人 5 人 

（網掛け部分が第二次計画の目標値に達したもの） 

 

 

21.1% 

13.0% 

18.2% 

11.9% 

11.6% 

9.7% 

8.1% 

5.1% 

1.3% 

17.8% 

17.2% 

15.9% 

15.9% 

9.5% 

9.5% 

7.4% 

5.5% 

1.3% 

育児や介護に関わることが多い 

女性自身が関心、チャレンジ精神がない 

男性がなるほうがいいと思う人が多い 

女性の登用に対する認識、理解不足 

女性有識者などの人材不足 

女性はでしゃばるものではないという社会

意識 

女性の指導力、能力に対する偏見 

女性が女性の足をひっぱる 

その他 

■役職への女性の進出が進まない原因はどこにあると思いますか 

女（n=1043） 

男（n=687) 

Ⅳ-① 政策・方針決定過程への女性の参画拡大 

基本方針Ⅳ あらゆる分野で男女が参画する機会を増やしていきます 

（男女共同参画意識調査 2018 ） 
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まちづくり座談会の開催 

毎年、町民の要望及び提言を施策に反映させ住民満足度の向上を図ることを目的に開催してい

ます。直に町長及び町幹部職員が町民との対話を行うことで、行政と町民との相互理解を深める場

となることを目指しています。 

近年では、子育てや教育の分野を中心に多くの女性の声が町政に寄せられています。 

 

  

【具体的方策】  

・ポジティブアクションによる審議会などへの女性割合の目標設定 

・市民参加を進め、市民の意見をまちづくりに生かす 

・情報の入手や発信が、誰でも平等にできる環境の整備 

【目指そう値】 

・法定審議会などの女性委員の割合 

   ・町職員の女性管理職員の割合（保育士含む） 

・地区懇談会、意見交換会における女性の参加者の割合 

・農業委員の女性委員の登用数 

【関係する課】 全庁・企画課 
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【施策の方向性】 

市民活動団体や女性団体等の組織活動を通じて得た知識や経験が、地域活動に生かされ

るよう支援の充実を目指します。 

 

【現状と課題】 

町の特定非営利活動法人は、現在 17 団体が活動中であり、そのうち 9 団体の代表が女性 

で、市民活動の分野は女性の参画が進んでいると見ることができます。一方で、自治会や町 

内会などの自治組織の代表者はほとんどが男性です。代表者が男性であっても、女性の意見

や視点を入れることにより、自治組織の活動において男女共同参画が推進されます。地域や

NPO 活動の活性化にあたっては、多様な視点での組織運営や事業展開が不可欠であるため、

女性の方針決定過程の参画を働きかけていく必要があります。 

また、男女共同参画の意識づくりにあたっては、人格形成の基礎となるこどもの頃からの教育

が重要です。家庭教育、学校教育、公民館等の社会教育など、あらゆる場を通じて、経験・学

習できる機会づくりが大切になってきます。 

  

 

 

 

 

 

 

  

386 

377 

322 

231 

166 

163 

56 

7 

84 

37 

集会のお茶入れ、調理は女性がする 

子供会の世話役は女性が多い 

町内会の会長は男性がする 

祭りや葬儀は男性が仕切る 

役員や催しの企画決定は男性がする 

集会などでは男性が上座に座る 

集会で女性は発言しにくい 

地域作業に女性が出たら出不足金を払う 

なし 

その他 

■あなたの地域では次のようなことがありますか（人： n=694） 

Ⅳ-② NPO、コミュニティ活動における男女共同参画推進 

基本方針Ⅳ あらゆる分野で男女が参画する機会を増やしていきます 

【具体的方策】  

・活動時の託児や介護サービス体制の整備推進 

・自治組織や NPO などの意思決定に女性が参画する働きかけ 

・活動する団体相互の情報交換による活性化 

【目指そう値】 

  ・市民活動における女性リーダーの割合 

【関係する課】 全庁・企画課・健康福祉課・長寿介護課・生涯学習課・こども課 

（男女共同参画意識調査 2018 ） 
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【施策の方向性】 

災害に強いまちづくりのためには、人口の半分が女性であることから、防災の検討に女性の

参画は必須です。女性の防災関係者に加え、意欲ある人材の参加を促し、柔軟な登用をする

など、男女共同参画の視点を取り入れた災害に強いまちを目指します。 

 

【現状と課題】 

町の中心部では住民の転入・転出などで、隣近所の連帯感の希薄化が進んでいます。また

農村部では少子高齢化により地域活動の継続が困難になっています。近年、地震や豪雨など

大災害に遭遇し、隣近所などの共助の大切さが改めて認識されはじめました。そして、災害復

旧や避難所運営には、男女の違い等に配慮した女性の視点と行動力がかかせないことを実感

しました。国においても、災害対策基本法が平成 24 年（2012 年）に改正され、災害対策に多様

な主体の参画を推進する規定が盛り込まれています。 

 

 

■防災会議における女性委員の数 

平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年 

3 人 3 人 3 人 6 人 

 

 

■自主防災組織設置状況（H29 までに規約、名簿の届けがあったもの） 

自主防災組織数 役員数 うち女性 女性の参画率 

37 組織 351 人 26 人 7.41％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本方針Ⅳ あらゆる分野で男女が参画する機会を増やしていきます 

Ⅳ-③ 男女共同参画の視点を入れた災害に強いまちづくり 

【具体的方策】  

・地域防災計画策定過程への女性の参画  

・自主防災組織の意思決定に女性が参画する働きかけ 

・災害対応時の男女の違いへの配慮 

【目指そう値】 

  ・防災会議における女性委員の数 

【関係する課】 企画課・消防防災課・健康福祉課・長寿介護課 
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２ 推進体制と進行管理 

 

■推進体制 

本計画は、「紫波町男女共同参画推進委員会」、「紫波町男女共同参画推進会議」によ   

る協議・検討及び市民参加条例による市民からの意見を反映し策定しました。 

男女共同参画社会の実現に向けた取り組みは、非常に広い分野にわたることから、庁    

内関係部署との連携を図りながら、男女共同参画の視点を各施策の中に盛り込んでいく    

ことが必要です。 

本計画を総合的効果的に推進していくため、「男女共同参画推進会議」が中心となっ    

て推進体制の強化を図るとともに、「男女共同参画推進委員会」からの意見、アンケー      

ト調査などによる市民からの意見を取り入れながら、具体的には事業計画の中で取り組    

みます。また、市民の男女共同参画推進の担い手となる「男女共同参画サポーター」の    

活動を支援していきます。このように市民、市民による組織、団体と協働で取り組んで      

いきます。 

 

 

■進行管理 

「紫波町男女共同参画推進会議」を中心に全庁的な情報共有と連携を進め、内部評価   

と検証ができるよう機能の強化を図り、施策・事業の点検・見直しを行います。 

また、外部評価として「紫波町男女共同参画推進委員会」において年度ごとに計画の     

進捗状況の評価と改善提案を行い、次年度の実施計画に反映させます。 

本計画は、平成 35 年度（2023 年度）までの計画としますが、総合計画の見直しなどにあわせ

て見直しが必要な場合は柔軟に対応することとします。 

 

 

男女共同参画セミナー 

紫あ波せあっぷるプランⅡの内容を広く市民に知っていただくことを目的とし、活動

実践者や当事者のお話から、男女共同参画に取り組むとはどういうことか、各々の気づ

きから今できることを考える機会として開催しています。 
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３ 目指す項目と目指そう値 

      
方針 目指す項目 

基準値 

H29(2017) 

目指そう値 

H35(2023) 

Ⅰ男女がお

互いを尊重

する意識の

定着を図り

ます 

女性の人権が尊重されていると思う人の割合 41.6% 60.0% 

男女共同参画サポーター認定者数 46 人 52 人 

図書館における人権・男女共同参画に関する書籍数 79 冊  100 冊  

社会や生活の中で、男女の地位(立場)が平等と思う人の割合 13.3% 20.0% 

人権擁護委員による人権教室の実施回数 4 回 6 回 

小中学校における混合名簿の導入 1 校  3 校  

「LGBT」について知っている人の割合 31.4% 50.0% 

「男は仕事、女は家庭」という固定観念に同感しない人の割合 48.6% 55.0% 

Ⅱ男女が共

に支え合

い、心豊か

で安全安心

な社会づくり

を進めます 

父親が何らかのかたちで子育てに関わっている割合 98.6% 99.0% 

高齢者の世話・在宅介護を共同で行っている家庭の割合 27.6% 40.0% 

ファミリー・サポート・センター事業の会員登録数 - 400 人 

病児保育の登録者数 190 人 220 人 

警察や配偶者暴力相談支援センターが、DV 被害者を保護するこ

とを知っている人の割合 
46.1% 70.0% 

特定健康診査受診率（紫波町国民健康保険加入者対象） 56.7% 60.0% 

早期に妊娠届出を行う人の割合（妊娠 11 週以内） 93.0% 95.0% 

乳がん検診受診率 32.0%  50.0% 

子宮がん検診受診率 31.6%  50.0% 

Ⅲ仕事と生

活の調和が

とれた社会

を目指しま

す 

職場において男女の待遇が平等と思う人の割合 45.0% 48.0% 

女性が働きやすい社会だと思う人の割合 44.6% 50.0% 

「ワーク・ライフ・バランス」という言葉の意味を知っている人

の割合 
17.0% 50.0% 

家族経営協定締結農家数 68 件 75 件 

農林業・商工業などに従事した家族に金銭的評価をするべきと思

う割合 
64.4% 70.0% 

仕事以外に何か活動をしている人の割合 70.1% 75.0% 

Ⅳあらゆる

分野で男女

が参画する

機会を増や

していきます 

法定審議会などの女性委員の割合 24.5% 30.0% 

町職員の女性管理職員の割合（保育士含む） 34.4% 35.0% 

地区懇談会、意見交換会における女性の参加者の割合 30.2% 40.0% 

農業委員の女性委員の登用数 1 人 3 人 

市民活動における女性リーダーの割合 41.0% 50.0% 

防災会議における女性委員の数 6 人 7 人 

 



32 
 

  

 

 

資料編 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



33 
 

男女共同参画社会基本法（平成 11年６月 23 日法律第 78 号） 

 

目次 

前文 

第１章 総則（第１条－第 12 条） 

第２章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策（第 13 条－第 20条） 

第３章 男女共同参画会議（第 21条－第 28 条） 

附則 

 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、男女平等の実現に向  

けて様々な取組が、国際社会における取組とも連動しつつ、着実に進められてきたが、なお一層   

の努力が必要とされている。 

一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我が国の社会経済情勢の急速な変化に対応   

していく上で、男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかかわりなく、     

その個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現は、緊要な課題となって   

いる。 

このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実現を２１世紀の我が国社会を決定する最重   

要課題と位置付け、社会のあらゆる分野において、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の

推進を図っていくことが重要である。 

ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理念を明らかにしてその方向を示し、将来に   

向かって国、地方公共団体及び国民の男女共同参画社会の形成に関する取組を総合的かつ計画的

に推進するため、この法律を制定する。 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この法律は、男女の法律が尊重され、かつ、社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活  

力ある社会を実現することの緊要性にかんがみ、男女共同参画社会の形成に関し、基本理念を

定め、並びに国、地方公共団体及び国民の責務を明らかにするとともに、男女共同参画社会の

形成の促進に関する施策の基本となる事項を定めることにより、男女共同参画社会の形成を総 

合的かつ計画的に推進することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 男女共同参画社会の形成 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社  

会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経 

済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会を形成 

することをいう。 

(2) 積極的改善措置前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内に

おいて、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。 

 （男女の人権の尊重）                                                
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第３条 男女共同参画社会の形成は、男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女が性別 

による差別的取り扱いを受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確保されるこ   

とその他の男女の人権が尊重されることを旨として、行われなければならない。 

（社会における制度又は慣行についての配慮） 

第４条 男女共同参画社会の形成に当たっては、社会における制度又は慣行が、性別による固定

的な役割分担等を反映して、男女の社会における活動の選択に対して中立でない影響を及ぼす

ことにより、男女共同参画社会の形成を阻害する要因となるおそれがあることにかんがみ、社  

会における制度又は慣行が男女の社会における活動の選択に対して及ぼす影響をできる限り中

立なものとするように配慮されなければならない。 

（政策等の立案及び決定への共同参画） 

第５条 男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対等な構成員として、国若しくは地方公共 

団体における政策又は民間の団体における方針の立案及び決定に共同して参画する機会が確

保されることを旨として、行われなければならない。 

（家庭生活における活動と他の活動の両立） 

第６条 男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の下に、

子の養育、家族の介護その他の家庭生活における活動について家族の一員としての役割を円滑

に果たし、かつ、当該活動以外の活動を行うことができるようにすることを旨として、行われなけれ

ばならない。 

（国際的協調） 

第７条 男女共同参画社会の形成の促進が国際社会における取組と密接な関係を有していることに

かんがみ、男女共同参画社会の形成は、国際的協調の下に行われなければならない。 

 （国の責務） 

第８条 国は、第３条から前条までに定める男女共同参画社会における男女共同参画社会の形成

についての基本理念（以下「基本理念」という｡）にのっとり、男女共同参画社会の形成の促    

進に関する施策（積極的措置を含む。以下同じ。）を総合的に策定し、及び実施する責務を有 

する。 

（地方公共団体の責務） 

第９条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関し、国の施 

策に準じた施策及びその他のその地方公共団体の区域の特性に応じた施策を策定し、及び実施

する責務を有する。 

（国民の責務） 

第 10 条 国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野において、基本理念に  

のっとり、男女共同参画社会の形成に寄与するように努めなければならない。 

 （法制上の措置等） 

第 11 条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を実施するため必要な法制上又

は財政上の措置その他の措置を講じなければならない。 

 （年次報告等） 

第 12 条 政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の形成の状況及び政府が講じた男女共同参

画社会の形成の促進に関する施策についての報告を提出しなければならない。 
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２ 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会の形成の状況を考慮して講じようとする  

男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を明らかにした文書を作成し、これを国会に提出

しなければならない。 

   第２章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本施策 

（男女共同参画基本計画） 

第 13 条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図

るため、男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な計画（以下「男女共同参画基本計画」

という。）を定めなければならない。 

２  男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

 (1) 総合的かつ長期的に講ずるべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱 

 (2) 前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ計 

画的に推進するために必要な事項 

３  内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴いて、男女共同参画基本計画の案を作成し、

内閣議の決定を求めなければならない。 

４  内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、男女共同参画計 

画を公表しなければならない。 

５  前２項の規定は、男女共同参画基本計画の変更について準用する。 

（都道府県男女共同参画計画等） 

第 14 条 都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案して、当該都道府県の区域における男女共

同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「都道府県男女共同参

画計画」という。）を定めなければならない。 

２  都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

 (1) 都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に

関する施策の大綱 

 (2) 前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関 

する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項 

３  市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同参画計画を勘案して、当該市町の 

区域おける男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「市 

町村男女共同参画計画」という。）を定めるように努めなければならない。 

４  都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画又は市町村男女共同参画計画を定め、

又は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

（施策の策定等に当たっての配慮） 

第 15 条 国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策を

策定し、及び実施するに当たっては、男女共同参画社会の形成に配慮しなければならない。 

（国民の理解を深めるための措置） 

第 16 条 国及び地方公共団体は、広報活動等を通じて、基本理念に関する国民の理解を深める 

よう適切な措置を講じなければならない。 

（苦情の処理等） 
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第 17 条 国は、政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策又は男女共同参画

社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策についての苦情の処理のために必要な措置及び

性別による差別的取扱いその他の男女共同参画社会の形成を阻害する要因によって人権が侵

害された場合における被害者の救済を図るために必要な措置を講じなければならない。  

（調査研究） 

第 18 条  国は、社会における制度又は慣行が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響に関する

調査研究その他の男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の策定に必要な調査研究を推

進するように努めるものとする。 

（国際的協調のための措置） 

第 19 条 国は、男女共同参画社会の形成を国際的協調の下に促進するため、外国政府又は国際

機関との情報の交換その他男女共同参画社会の形成に関する国際的な相互協力の円滑な推進

を図るために必要な措置を講ずるように努めるものとする。 

 （地方公共団体及び民間の団体に対する支援） 

第 20 条 国は、地方公共団体が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策及び民間

の団体が男女共同参画社会の形成の促進に関して行う活動を支援するため、情報の提供その他

必要な措置を講ずるように努めるものとする。 

   第３章 男女共同参画会議 

 （男女共同参画会議） 

第 21 条  内閣府に、男女共同参画会議（以下「会議」という。）を置く。 

 （所掌事務） 

第 22 条  会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

 (1) 男女共同参画基本計画に関し、第 13条第３項に規定する事項を処理すること。 

 (2) 前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は関係各大臣の諮問に応じ、男女共同参画社 

会の形成の促進に関する基本的な方針、基本的な政策及び重要事項を調査審議すること。 

 (3) 前２号に規定する事項に関し、調査審議し、必要があると認めるときは、内閣総理大臣     

及び関係各大臣に対し、意見を述べること。 

 (4) 政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況を監視し、及び 

政府の施策が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響を調査し、必要があると認めるときは、 

内閣総理大臣及び関係各大臣に対し、意見を述べること。 

 （組織） 

第 23 条 会議は、議長及び議員 24人以内をもって組織する。 

 （議長） 

第 24 条 議長は、内閣官房長官をもって充てる。 

２ 議長は、会務を総理する。 

 （議員） 

第 25 条 議員は、次に掲げる者をもって充てる。 

 (1) 内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣が指定する者 

(2) 男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を有する者のうちから、内閣総理大臣が任命   

する者 
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２ 前項第２号の議員の数は、同項に規定する議員の総数の 10 分の５未満であってはならない。 

３ 第１項第２号の議員のうち、男女のいずれか一方の議員の数は、同号に規定する議員の数の  

10 分の４未満であってはならない。 

４ 第１項第２号の議員は、非常勤とする。 

（議員の任期） 

第 26 条 前条第１項第２号の議員の任期は、２年とする。ただし、補欠の議員の任期は、前任    

者の残任期間とする。 

２ 前条第１項第２号の議員は、再任されることができる。 

 （資料提出の要求等） 

第 27 条 会議は、その所掌事務を遂行するために必要があると認めるときは、関係行政機関の   

長に対し、監視又は調査に必要な資料その他の資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協

力を求めることができる。 

２ 会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要があると認めるときは、前項に規定する者   

以外に対しても、必要な協力を依頼することができる。 

 （政令への委任） 

第 28 条 この章に定めるもののほか、会議の組織及び議員その他の職員その他の会議に関し   

必要な事項は、政令で定める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この法律は、公布の日から施行する。 

 （男女共同参画審議会設置法の廃止） 

第２条 男女共同参画審議会設置法（平成９年法律第７号）は、廃止する。 

 （経過措置） 

第３条 前条の規定による廃止前の男女共同参画審議会設置法（以下「旧審議空き設置法」とい 

う。）第１条の規定により置かれた男女共同参画審議会は、第 21 条第１項の規定により置か    

れた審議会となり、同一性をもって存続するものとする。 

２  この法律の施行の際現に旧審議会設置法第４条第１項の規定により定められた男女共同参画

審議会の委員である者は、この法律の施行の日に、第 23 条第１項の規定により、審議会の委  

員として任命されたものとみなす。この場合において、その任命された者とみなされるものの    

任期は、同条第２項の規定にかかわらず、同日における旧審議会設置法第４条第２項の規定に 

より任命された男女共同参画審議会の委員としての任期の残任期間と同一の期間とする。 

３  この法律の施行の際現に旧審議会設置法第５条第１項の規定により定められた男女共同参画

審議会の会長である者又は同条第３項の規定により指名された委員である者は、それぞれ、こ  

の法律の施行の日に、第 24 条第１項の規定により審議会の会長として定められ、又は同条第   

３項の規定により審議会の会長の職務を代理する委員として指名された者とみなす。 

 （内閣府設置法の一部改正） 

第４条 内閣府設置法（昭和 24年法律第 127 号）の一部を次のように改正する。 

 第４条第４号の次に次の一号を加える。 
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 ４の２ 男女共同参画基本法（平成 11 年法律第 78 号）第 13 条第３項の規定に基づき、同      

条第１項に規定する男女共同参画基本計画の案を作成すること。 

（施行期日） 

第１条 この法律は、内閣法の一部を改正する法律（平成 11 年法律第 88 号）の施行の日〔平     

成 13 年１月６日〕から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日      

から施行する。 

１ 〔略〕 

２ 附則第 10 条第１項及び第５項、第 14 条第３項、第 23 条、第 28 条並びに第 30 条の規        

定 公布の日 

（委員等の任期に関する経過措置） 

第 28 条 この法律の施行の日の前日において次に掲げる従前の審議会その他の機関の会長、委

員その他の職員である者（任期の定めのない者を除く。）の任期は、当該会長、委員その他    

の職員の任期を定めたそれぞれの法律の規定にかかわらず、その日に満了する。 

１～10  〔略〕 

11 男女共同参画審議会 

12～58 〔略〕 

（別に定める経過措置） 

第 30 条 第２条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要となる経過措   

置は、別に法律で定める。 

附 則〔平成 11 年 12 月 22 日法律第 160 号抄〕 

（施行期日） 

第１条  この法律（第２条及び第３条を除く。）は、平成 13年１月６日から施行する。〔後略〕 
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   岩手県男女共同参画推進条例（平成 14年 10 月９日公布 岩手県条例第 61 号） 

 

目次 

前文 

第１章 総則（第１条－第８条） 

第２章 男女共同参画の推進に関する基本的施策（第９条－第 22条） 

第３章 岩手県男女共同参画審議会（第 23 条－第 31条） 

第４章 雑則（第 32 条） 

附則 

 

前文 

   個人の尊重と法の下の平等は、日本国憲法にうたわれており、国においては、男女平等の実

現に向けた取組が、女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約を軸とした国際的な

取組と連動しつつ、着実に進められてきた。本県においても、国際社会や国内の動向を踏まえた

様々な取組がなされてきた。 

   しかしながら、依然として、性別によって役割分担を固定的にとらえる意識やこれに基づいた社

会における制度又は慣行が存在し、男女平等の実現に多くの課題が残されている。 

一方、少子高齢化の進展等社会経済情勢の急激な変化に的確に対応していく上で、男女が

性別にかかわりなく、その個性と能力が十分発揮でき、もって男女が喜びと責任を分かち合う男   

女共同参画社会の実現が強く求められている。 

このような状況の中で、男女共同参画社会基本法において、男女共同参画社会の実現が２１  

世紀の我が国社会を決定する最重要課題として位置付けられたことを踏まえ、本県においても、  

男女共同参画社会の実現を目指し、職場、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野にお  

いて、県、県民、事業者及び市町村が協働し、不断の努力を重ねて、男女共同参画社会の形成  

のため男女共同参画を推進し、すべての県民の日常生活の中に男女共同参画の定着を図ること 

が必要である。 

ここに私たちは、男女共同参画社会の実現を図ることを決意し、男女が共に輝く心豊かな社   

会を創造していくため、この条例を制定する。 

 

第１章 総則 

  （目的） 

第１条 この条例は、男女共同参画の推進に関し、基本理念を定め、県、県民及び事業者の責務   

を明らかにするとともに、男女共同参画の推進に関する施策の基本となる事項を定めること    

により、男女協働参画を総合的かつ計画的に推進することを目的とする。 

  （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 男女共同参画 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆ   

る分野における活動に参画する機会が確保されることにより、男女が均等に政治的、経済的、

社会的及び文化的利益を享受し、かつ、共に責任を担うことをいう。 
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(2) 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内 

において、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。 

（基本理念） 

第３条 男女共同参画の推進は、次に掲げる事項を基本理念として行われなければならない。 

 (1) 男女の個人としての尊厳が重んぜられ、直接的なものであると間接的なものであるを問    

わず、性別による差別的取扱いを受けないこと、男女が社会のあらゆる分野において個人と   

しての能力を発揮する機会が確保されることその他男女の人権が尊重されること。 

 (2) 社会における制度又は慣行が、性別による固定的な役割分担等を反映して、男女の社会  

における活動の選択に対して及ぼす影響をできる限り中立なものとするように配慮されるこ  

と。 

 (3) 男女が社会の対等な構成員として、県における政策又は民間の団体における方針の立案  

及び決定に共同して参画する機会が確保されること。 

 (4) 家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の下に、子の養育、家族の介護その他  

の家庭生活における活動について家族の一員としての役割を円滑に果たし、かつ、家庭以外

の職場、学校、地域その他の社会の分野における活動を行うことができるようにすること。 

 (5) 男女共同参画の推進が国際社会における取組と密接な関係を有していることにかんがみ、 

国際社会の動向を勘案して行われること。 

 (6) 男女が互いの性について理解を深めることにより、生涯にわたり健康な生活を営むこと    

ができること及び生殖に関する事項に関し双方の意思が尊重されること。 

 (7) 配偶者間その他の男女間における暴力的行為（精神的に著しく苦痛を与える行為を含む。 

以下同じ。）を根絶するよう積極的な対応がなされること。 

（県の責務） 

第４条 県は、前条に規定する基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、男女共同参     

画の推進に関する施策（積極的改善措置を含む。以下同じ。）を総合的に策定し、及び実施 

するものとする 

２  県は、男女共同参画の推進に関する施策の実施に当たっては、県民、事業者、市町村及び国 

との連携を図りながら自ら率先して取り組むものとする。 

 （県民の責務） 

第５条 県民は、職場、学校、地域、家庭その他社会のあらゆる分野において、基本理念にのっ  

とり、男女共同参画の推進に努めなければならない。 

２  県民は、県が実施する男女共同参画の推進に関する施策に協力するよう努めなければならな

い。 

 （事業者の責務） 

第６条 事業者は、基本理念にのっとり、その雇用する男女について、雇用上の均等な機会及び 

待遇を確保するとともに、職業生活における活動と家庭生活における活動とを両立させるこ  

とができるよう就労環境の整備に努めなければならない。 

２  事業者は、県が実施する男女共同参画の推進に関する施策に協力するよう努めなければなら 

ない。 
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（性別による人権侵害の禁止） 

第７条 何人も、職場、学校、地域、家庭その他のあらゆる場において、性別による差別的取扱   

い、男女間における暴力的行為又はセクシャル・ハラスメント（性的な言動により相手方の   

生活環境を害し、又は性的な言動に対する相手方の対応によってその者に不利益を与えるこ 

とをいう。）を行ってはならない。 

 （公衆に表示する情報に関する留意） 

第８条 何人も、公衆に表示する情報において、性別による役割分担の固定化又は男女間におけ  

る暴力的行為を助長し、又は連想させる表現及び男女共同参画の推進を阻害するおそれのあ

る過度の性的な表現を用いないよう努めなければならない。 

 

   第２章 男女共同参画の推進に関する基本的施策 

（男女共同参画計画） 

第９条 知事は、男女共同参画社会基本法（平成 11 年法律第 78 号。以下「法」という。）第       

１４条第１項に規定する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計

画（以下「男女共同参画計画」という。）を定めるに当たっては、男女共同参画の推進に関   

する施策の総合的かつ計画的な実施を図るため、次に掲げる事項について定めるものとする。 

(1) 男女共同参画の推進に関する総合的かつ長期的な目標及び施策の方向 

(2) 前号に定める事項に基づき実施すべき具体的な男女共同参画の推進に関する施策 

(3) 前２号に掲げるもののほか、男女共同参画の推進に関する施策を総合的かつ計画的に実 

施するために必要な事項 

２  知事は、男女共同参画計画を定めるに当たっては、県民の意見を反映することができるよう  

必要な措置を講ずるとともに、岩手県男女共同参画審議会の意見を聴かなければならない。 

３  前項の規定は、男女共同参画計画の変更について準用する。 

 （施策の策定等に当たっての配慮） 

第 10 条 県は、男女共同参画の推進に影響を及ぼすと認められる施策を策定し、及びこれを実   

施するに当たっては、男女共同参画の推進に配慮しなければならない。 

 （附属機関等における積極的改善措置） 

第 11 条 県は、その設置する附属機関その他これに準ずるものの委員その他の構成員の任命又   

は委嘱に当たっては、積極的改善措置を講ずることにより、男女の構成員の数の均衡を図る 

よう努めるものとする。 

 （県民及び事業者の理解を深めるための措置） 

第 12 条 県は、広報活動等を通じて、県民及び事業者の男女共同参画に関する理解を深めるた  

め必要な措置を講ずるものとする。 

  （男女共同参画推進月間） 

第 13 条 県は、男女共同参画の推進について、県民、事業者及び市町村の関心と理解を深める 

とともに、男女共同参画の推進に関する活動が積極的に行われるようにするため、男女共同 

参画推進月間を設けるものとする。 

２ 男女共同参画推進月間は、毎年６月とする。 
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（教育及び学習の推進） 

第 14 条 県は、学校教育、社会教育その他の教育及び県民の学習の場において男女共同参画に 

関する教育及び学習の推進について必要な措置を講ずるものとする。 

（農林水産業、商工業等のうち自営業における環境整備の推進） 

第 15 条 県は、農林水産業、商工業等のうち個人事業主及びその家族等により営まれている事  

業に従事する男女が、経営における役割について適正な評価を受け、社会の対等な構成員と

して、自らの意思によって経営及びこれに関する活動に共同して参画する機会を確保され、 

並びに当該経営に関する活動と家庭生活における活動とを両立させることができるよう、必  

要な環境整備を推進するものとする。 

   （苦情及び相談の処理） 

第 16 条 知事は、県が実施する男女共同参画の推進に関する施策若しくは男女共同参画の推進

に影響を及ぼすと認められる施策についての苦情又は男女共同参画の推進を阻害する要因

によって人権が侵害された事案に関する相談について、県民又は事業者からの申出を適切か

つ迅速に処理するための委員（以下この条において「委員」という。）を置くものとする。 

２  県民又は事業者は、委員に、前項の苦情又は相談の申出を行うことができる。 

３  委員は、前項の規定に基づき苦情の申出があった場合において、必要に応じて、第１項に規 

定する施策を行う県の機関に対し、説明等を求め、必要があると認めるときは、是正その他    

の措置を講ずるよう助言、指導又は勧告を行うものとする。 

４  委員は、第２項の規定に基づき相談の申出があった場合において、必要に応じて、第１項に 

規定する人権が侵害された事案に係る関係者に対し、その協力を得た上で説明等を求め、必 

要があると認めるときは、助言、是正の要望等を行うものとする。 

 （調査研究） 

第 17 条 県は、男女共同参画の推進に関する施策の策定及び実施に必要な調査研究を行うもの 

とする。 

 （市町村に対する支援） 

第 18 条 県は、市町村が行う法第１４条第３項の市町村男女共同参画計画その他の男女共同参画 

の推進に関する基本的な計画の策定及び市町村が実施する男女共同参画の推進に関する施

策を支援するため、情報の提供、技術的な助言その他の必要な措置を講ずるよう努めるもの 

とする。 

 （民間の団体との連携及び協働等） 

第 19 条 県は、男女共同参画を推進するため、特定非営利活動法人（特定非営利活動促進法 

（平成 10 年法律第７号）第２条第２項の特定非営利活動法人をいう。以下同じ。）その他    

の民間の団体との連携及び協働に努めるものとする。 

２  県は、特定非営利活動法人その他の民間の団体が行う男女共同参画の推進に関する活動を

促進するとともに、これらの活動の支援に努めるものとする。 

 （拠点となる機能の整備） 

第 20 条  県は、男女共同参画の推進に関する施策を実施し、県民、事業者及び市町村による男

女共同参画の推進に関する取組を支援するための総合的な拠点となる機能の整備に努めるも 

のとする。 
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  （推進体制の整備等） 

第 21 条 県は、男女共同参画の推進に関する施策を実施するため、推進体制を整備するととも    

に、必要な財政上の措置を講ずるよう努めるものとする。 

  （年次報告） 

第 22 条 知事は、毎年、男女共同参画の推進の状況及び男女共同参画の推進に関する施策の状

況を明らかにする報告書を作成し、これを公表しなければならない。 

 

   第３章 岩手県男女共同参画審議会 

 （設置） 

第 23 条 男女共同参画の推進に関する重要事項を調査審議させるため、知事の諮問機関として 

岩手県男女共同参画審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

２  審議会は、男女共同参画の推進に関する重要事項又は男女共同参画の推進に影響を及ぼす

と認められる重要事項について、必要があると認められるときは、知事に意見を述べることが   

できる。 

  （所掌） 

第 24 条 審議会の所掌事項は、次のとおりとする。 

(1) 男女共同参画の推進に関する基本的かつ総合的な施策に関すること。 

(2) 前号に掲げるもののほか、男女共同参画の推進に関する施策又は男女共同参画の推進に

影響を及ぼすと認められる施策に関すること。 

 （組織） 

第 25 条 審議会は、委員 20 人以内をもって組織し、委員は、男女共同参画に関し優れた識見   

を有する者及び関係行政機関の職員のうちから知事が任命する。 

２  前項の場合において、男女のいずれか一方の委員の数は、委員の総数の 10 分の４未満とな  

らないものとする。ただし、知事がやむを得ない事情があると認める場合は、この限りでない。 

 （任期） 

第 26 条 委員の任期は、２年とする。ただし、欠員が生じた場合における補欠委員の任期は、   

前任者の残任期間とする。 

 （会長） 

第 27 条 審議会に、会長を置き、委員の互選とする。 

２  会長は、会務を総理し、会議の議長となる。 

３  会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ指名する委員がその職   

務を代理する。 

  （会議） 

第 28 条 審議会は、会長が招集する。 

２  審議会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

３  審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

（部会） 

第 29 条 審議会は、専門部会を設けることができる。 
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２  専門部会に部会長を置き、会長が指名する委員がこれに当たる。 

３  専門部会の属すべき委員は、会長が指名する。 

  （庶務） 

第 30 条 審議会の庶務は、環境生活部において処理する。 

 （会長への委任） 

第 31 条 この章に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議会に諮っ  

て定める。 

 

   第４章 雑則 

 （補則） 

第 32 条 この条例に定めるもののほか、この条例の実施に関し必要な事項は、知事が定める。 

    附 則 

１  この条例は、公布の日から施行する。ただし、第 16 条の規定は、平成 15 年４月１日から    

施行する。 

２  この条例の施行の際現に定められている男女共同参画計画は、この条例に規定する手続によ 

り定められた男女共同参画計画とみなす。 
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女性の職業生活における活躍の推進に関する法律(平成 27年９月４日法律第 64号) 

 

目次 

第１章 総則（第１条－第４条） 

第２章 基本方針等（第５条・第６条） 

第３章 事業主行動計画等 

第１節 事業主行動計画策定指針（第７条）  

第２節 一般事業主行動計画（第８条―第 14条）  

第３節 特定事業主行動計画（第 15 条）  

第４節 女性の職業選択に資する情報の公表（第 16条・第 17 条）  

第４章 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置（第十八条―第二十五条）  

第５章 雑則（第 26 条―第 28 条）  

第６章 罰則（第 29 条―第 34 条）  

  附則  

 

第１章 総則   

（目的）  

第１条 この法律は、近年、自らの意思によって職業生活を営み、又は営もうとする女性がその個性

と能力を十分に発揮して職業生活において活躍すること（以下「女性の職業生活における活躍」と

いう。）が一層重要となっていることに鑑み、男女共同参画社会基本法 （平成11年法律第78号）

の基本理念にのっとり、女性の職業生活における活躍の推進について、その基本原則を定め、並

びに国、地方公共団体及び事業主の責務を明らかにするとともに、基本方針及び事業主の行動

計画の策定、女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置等について定めることに

より、女性の職業生活における活躍を迅速かつ重点的に推進し、もって男女の人権が尊重され、

かつ、急速な少子高齢化の進展、国民の需要の多様化その他の社会経済情勢の変化に対応で

きる豊かで活力ある社会を実現することを目的とする。  

（基本原則）  

第２条 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活における活躍に係る男女間の格差の実

状を踏まえ、自らの意思によって職業生活を営み、又は営もうとする女性に対する採用、教育訓

練、昇進、職種及び雇用形態の変更その他の職業生活に関する機会の積極的な提供及びその

活用を通じ、かつ、性別による固定的な役割分担等を反映した職場における慣行が女性の職業

生活における活躍に対して及ぼす影響に配慮して、その個性と能力が十分に発揮できるようにす

ることを旨として、行われなければならない。  

２  女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活を営む女性が結婚、妊娠、出産、育児、介

護そのその他の家庭生活に関する事由によりやむを得ず退職することが多いことその他の家庭生

活に関する事由が職業生活に与える影響を踏まえ、家族を構成する男女が、男女の別を問わず、

相互の協力と社会の支援の下に、育児、介護その他の家庭生活における活動について家族の一

員としての役割を円滑に果たしつつ職業生活における活動を行うために必要な環境の整備等に
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より、男女の職業生活と家庭生活との円滑かつ継続的な両立が可能となることを旨として、行われ

なければならない。  

３  女性の職業生活における活躍の推進に当たっては、女性の職業生活と家庭生活との両立に関

し、本人の意思が尊重されるべきものであることに留意されなければならない。  

（国及び地方公共団体の責務）  

第３条 国及び地方公共団体は、前条に定める女性の職業生活における活躍の推進についての基

本原則（次条及び第五条第１項において「基本原則」という。）にのっとり、女性の職業生活におけ

る活躍の推進に関して必要な施策を策定し、及びこれを実施しなければならない。  

（事業主の責務）  

第４条 事業主は、基本原則にのっとり、その雇用し、又は雇用しようとする女性労働者に対する職

業生活に関する機会の積極的な提供、雇用する労働者の職業生活と家庭生活との両立に資する

雇用環境の整備その他の女性の職業生活における活躍の推進に関する取組を自ら実施するよう

努めるとともに、国又は地方公共団体が実施する女性の職業生活における活躍の推進に関する

施策に協力しなければならない。  

 

   第２章 基本方針等   

（基本方針）  

第５条 政府は、基本原則にのっとり、女性の職業生活における活躍の推進に関する施策を総合的

かつ一体的に実施するため、女性の職業生活における活躍の推進に関する基本方針（以下「基

本方針」という。）を定めなければならない。  

２  基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  

(1) 女性の職業生活における活躍の推進に関する基本的な方向  

(2) 事業主が実施すべき女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する基本的な 

事項  

(3) 女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に関する次に掲げる事項 

イ 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置に関する事項 

ロ 職業生活と家庭生活との両立を図るために必要な環境の整備に関する事項 

ハ その他女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に関する重要事項 

（4） 前３号に掲げるもののほか、女性の職業生活における活躍を推進するために必要な事項  

３  内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。  

４  内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、基本方針を公表し

なければならない。  

５  前２項の規定は、基本方針の変更について準用する。  

（都道府県推進計画等）  

第６条 都道府県は、基本方針を勘案して、当該都道府県の区域内における女性の職業生活にお

ける活躍の推進に関する施策についての計画（以下この条において「都道府県推進計画」という。）

を定めるよう努めるものとする。  
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２  市町村は、基本方針（都道府県推進計画が定められているときは、基本方針及び都道府県推

進計画）を勘案して、当該市町村の区域内における女性の職業生活における活躍の推進に関す

る施策についての計画（次項において「市町村推進計画」という。）を定めるよう努めるものとする。  

３  都道府県又は市町村は、都道府県推進計画又は市町村推進計画を定め、又は変更したときは、

遅滞なく、これを公表しなければならない。  

 

   第３章 事業主行動計画等   

    第１節 事業主行動計画策定指針   

第７条 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業主が女性の職業生活における活躍の

推進に関する取組を総合的かつ効果的に実施することができるよう、基本方針に即して、次条第

１項に規定する一般事業主行動計画及び第 15 条第１項に規定する特定事業主行動計画（次項

において「事業主行動計画」と総称する。）の策定に関する指針（以下「事業主行動計画策定指針」

という。）を定めなければならない。  

２  事業主行動計画策定指針においては、次に掲げる事項につき、事業主行動計画の指針となる

べきものを定めるものとする。  

(1) 事業主行動計画の策定に関する基本的な事項  

(2) 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容に関する事項  

(3) その他女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する重要事項  

３  内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業主行動計画策定指針を定め、又は変更

したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。  

    第２節 一般事業主行動計画   

（一般事業主行動計画の策定等）   

第８条 国及び地方公共団体以外の事業主（以下「一般事業主」という。）であって、常時雇用する

労働者の数が 300 人を超えるものは、事業主行動計画策定指針に即して、一般事業主行動計画

（一般事業主が実施する女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する計画をいう。

以下同じ。）を定め、厚生労働省令で定めるところにより、厚生労働大臣に届け出なければならな

い。これを変更したときも、同様とする。  

２  一般事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  

(1) 計画期間  

(2) 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施により達成しようとする目標  

(3) 実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容及びその実施時

期  

３  第１項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更しようとするときは、

厚生労働省令で定めるところにより、採用した労働者に占める女性労働者の割合、男女の継続勤

務年数の差異、労働時間の状況、管理的地位にある労働者に占める女性労働者の割合その他

のその事業における女性の職業生活における活躍に関する状況を把握し、女性の職業生活にお

ける活躍を推進するために改善すべき事情について分析した上で、その結果を勘案して、これを

定めなければならない。この場合において、前項第２号の目標については、採用する労働者に占
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める女性労働者の割合、男女の継続勤務年数の差異の縮小の割合、労働時間、管理的地位に

ある労働者に占める女性労働者の割合その他の数値を用いて定量的に定めなければならない。  

４  第１項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更したときは、厚生労

働省令で定めるところにより、これを労働者に周知させるための措置を講じなければならない。  

５  第１項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更したときは、厚生労

働省令で定めるところにより、これを公表しなければならない。  

６  第１項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画に基づく取組を実施するとともに、一般

事業主行動計画に定められた目標を達成するよう努めなければならない。  

７  一般事業主であって、常時雇用する労働者の数が 300 人以下のものは、事業主行動計画策定

指針に即して、一般事業主行動計画を定め、厚生労働省令で定めるところにより、厚生労働大臣

に届け出るよう努めなければならない。これを変更したときも、同様とする。  

８  第３項の規定は前項に規定する一般事業主が一般事業主行動計画を定め、又は変更しようと

する場合について、第４項から第６項までの規定は前項に規定する一般事業主が一般事業主行

動計画を定め、又は変更した場合について、それぞれ準用する。  

（基準に適合する一般事業主の認定）   

第９条 厚生労働大臣は、前条第１項又は第７項の規定による届出をした一般事業主からの申請に

基づき、厚生労働省令で定めるところにより、当該事業主について、女性の職業生活における活

躍の推進に関する取組に関し、当該取組の実施の状況が優良なものであることその他の厚生労

働省令で定める基準に適合するものである旨の認定を行うことができる。  

（認定一般事業主の表示等）   

第 10 条 前条の認定を受けた一般事業主（次条及び第 20 条第１項において「認定一般事業主」と

いう。）は、商品、役務の提供の用に供する物、商品又は役務の広告又は取引に用いる書類若し

くは通信その他の厚生労働省令で定めるもの（次項において「商品等」という。）に厚生労働大臣

の定める表示を付することができる。  

２  何人も、前項の規定による場合を除くほか、商品等に同項の表示又はこれと紛らわしい表示を

付してはならない。  

（認定の取消し）   

第 11 条 厚生労働大臣は、認定一般事業主が次の各号のいずれかに該当するときは、第９条の認

定を取り消すことができる。  

(1) 第９条に規定する基準に適合しなくなったと認めるとき。  

(2) この法律又はこの法律に基づく命令に違反したとき。  

(3) 不正の手段により第９条の認定を受けたとき。  

（委託募集の特例等）   

第 12条 承認中小事業主団体の構成員である中小事業主（一般事業主であって、常時雇用する労

働者の数が 300 人以下のものをいう。以下この項及び次項において同じ。）が、当該承認中小事

業主団体をして女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施に関し必要な労働者

の募集を行わせようとする場合において、当該承認中小事業主団体が当該募集に従事しようとす

るときは、職業安定法（昭和 22 年法律第 141 号）第 36 条第１項及び第３項の規定は、当該構成

員である中小事業主については、適用しない。  
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２  この条及び次条において「承認中小事業主団体」とは、事業協同組合、協同組合連合会その

他の特別の法律により設立された組合若しくはその連合会であって厚生労働省令で定めるもの又

は一般社団法人で中小事業主を直接又は間接の構成員とするもの（厚生労働省令で定める要件

に該当するものに限る。）のうち、その構成員である中小事業主に対して女性の職業生活におけ

る活躍の推進に関する取組を実施するための人材確保に関する相談及び援助を行うものであっ

て、その申請に基づいて、厚生労働大臣が、当該相談及び援助を適切に行うための厚生労働省

令で定める基準に適合する旨の承認を行ったものをいう。  

３  厚生労働大臣は、承認中小事業主団体が前項に規定する基準に適合しなくなったと認めるとき

は、同項の承認を取り消すことができる。  

４  承認中小事業主団体は、第１項に規定する募集に従事しようとするときは、厚生労働省令で定

めるところにより、募集時期、募集人員、募集地域その他の労働者の募集に関する事項で厚生労

働省令で定めるものを厚生労働大臣に届け出なければならない。  

５  職業安定法第 37 条第２項の規定は前項の規定による届出があった場合について、同法第５条

の３第１項及び第３項、第５条の４、第 39条、第 41条第２項、第 48条の３、第 48条の４、第 50条

第１項及び第２項並びに第 51 条の２の規定は前項の規定による届出をして労働者の募集に従事

する者について、同法第40条の規定は同項の規定による届出をして労働者の募集に従事する者

に対する報酬の供与について、同法第 50 条第３項及び第４項の規定はこの項において準用する

同条第２項に規定する職権を行う場合について、それぞれ準用する。この場合において、同法第

37 条第２項中「労働者の募集を行おうとする者」とあるのは「女性の職業生活における活躍の推進

に関する法律第12条第４項の規定による届出をして労働者の募集に従事しようとする者」と、同法

第41条第２項中「当該労働者の募集の業務の廃止を命じ、又は期間」とあるのは「期間」と読み替

えるものとする。  

６  職業安定法第 36 条第２項及び第 42 条の２の規定の適用については、同法第 36 条第２項中

「前項の」とあるのは「被用者以外の者をして労働者の募集に従事させようとする者がその被用者

以外の者に与えようとする」と、同法第42条の２中「第39条に規定する募集受託者」とあるのは「女

性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成27年法律第64号）第 12条第４項の規定

による届出をして労働者の募集に従事する者」とする。  

７ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体に対し、第２項の相談及び援助の実施状況について報

告を求めることができる。  

第 13 条 公共職業安定所は、前条第４項の規定による届出をして労働者の募集に従事する承認中

小事業主団体に対して、雇用情報及び職業に関する調査研究の成果を提供し、かつ、これらに

基づき当該募集の内容又は方法について指導することにより、当該募集の効果的かつ適切な実

施を図るものとする。  

（一般事業主に対する国の援助）   

第 14 条 国は、第８条第１項若しくは第７項の規定により一般事業主行動計画を策定しようとする一

般事業主又はこれらの規定による届出をした一般事業主に対して、一般事業主行動計画の策定、

労働者への周知若しくは公表又は一般事業主行動計画に基づく措置が円滑に実施されるように

相談その他の援助の実施に努めるものとする。  
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第３節 特定事業主行動計画   

第15条 国及び地方公共団体の機関、それらの長又はそれらの職員で政令で定めるもの（以下「特

定事業主」という。）は、政令で定めるところにより、事業主行動計画策定指針に即して、特定事業

主行動計画（特定事業主が実施する女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関す

る計画をいう。以下この条において同じ。）を定めなければならない。  

２  特定事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  

(1) 計画期間  

(2) 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施により達成しようとする目標  

(3) 実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容及びその実施時

期  

３  特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更しようとするときは、内閣府令で定める

ところにより、採用した職員に占める女性職員の割合、男女の継続勤務年数の差異、勤務時間の

状況、管理的地位にある職員に占める女性職員の割合その他のその事務及び事業における女

性の職業生活における活躍に関する状況を把握し、女性の職業生活における活躍を推進するた

めに改善すべき事情について分析した上で、その結果を勘案して、これを定めなければならない。

この場合において、前項第二号の目標については、採用する職員に占める女性職員の割合、男

女の継続勤務年数の差異の縮小の割合、勤務時間、管理的地位にある職員に占める女性職員

の割合その他の数値を用いて定量的に定めなければならない。  

４  特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを職員に周

知させるための措置を講じなければならない。  

５  特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表しな

ければならない。  

６  特定事業主は、毎年少なくとも一回、特定事業主行動計画に基づく取組の実施の状況を公表

しなければならない。  

７  特定事業主は、特定事業主行動計画に基づく取組を実施するとともに、特定事業主行動計画

に定められた目標を達成するよう努めなければならない。  

第４節 女性の職業選択に資する情報の公表   

（一般事業主による女性の職業選択に資する情報の公表）   

第 16 条 第８条第１項に規定する一般事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、職業生活を

営み、又は営もうとする女性の職業選択に資するよう、その事業における女性の職業生活におけ

る活躍に関する情報を定期的に公表しなければならない。  

２  第８条第７項に規定する一般事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、職業生活を営み、

又は営もうとする女性の職業選択に資するよう、その事業における女性の職業生活における活躍

に関する情報を定期的に公表するよう努めなければならない。  

（特定事業主による女性の職業選択に資する情報の公表）   

第 17 条 特定事業主は、内閣府令で定めるところにより、職業生活を営み、又は営もうとする女性の

職業選択に資するよう、その事務及び事業における女性の職業生活における活躍に関する情報

を定期的に公表しなければならない。  
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第４章 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置   

（職業指導等の措置等）  

第 18 条  国は、女性の職業生活における活躍を推進するため、職業指導、職業紹介、職業訓練、

創業の支援その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。  

２  地方公共団体は、女性の職業生活における活躍を推進するため、前項の措置と相まって、職

業生活を営み、又は営もうとする女性及びその家族その他の関係者からの相談に応じ、関係機関

の紹介その他の情報の提供、助言その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。  

３  地方公共団体は、前項に規定する業務に係る事務の一部を、その事務を適切に実施すること

ができるものとして内閣府令で定める基準に適合する者に委託することができる。  

４  前項の規定による委託に係る事務に従事する者又は当該事務に従事していた者は、正当な理

由なく、当該事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。  

（財政上の措置等）  

第 19 条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する地方公共団体の施策を支援するた

めに必要な財政上の措置その他の措置を講ずるよう努めるものとする。  

（国等からの受注機会の増大）  

第 20 条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に資するため、国及び公庫等（沖縄振興開発

金融公庫その他の特別の法律によって設立された法人であって政令で定めるものをいう。）の役

務又は物件の調達に関し、予算の適正な使用に留意しつつ、認定一般事業主その他の女性の

職業生活における活躍に関する状況又は女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の

実施の状況が優良な一般事業主（次項において「認定一般事業主等」という。）の受注の機会の

増大その他の必要な施策を実施するものとする。  

２  地方公共団体は、国の施策に準じて、認定一般事業主等の受注の機会の増大その他の必要

な施策を実施するように努めるものとする。  

（啓発活動）  

第 21 条 国及び地方公共団体は、女性の職業生活における活躍の推進について、国民の関心と

理解を深め、かつ、その協力を得るとともに、必要な啓発活動を行うものとする。  

（情報の収集、整理及び提供）  

第 22 条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に資するよう、国内外における

女性の職業生活における活躍の状況及び当該取組に関する情報の収集、整理及び提供を行うも

のとする。  

（協議会）  

第 23条 当該地方公共団体の区域において女性の職業生活における活躍の推進に関する事務及

び事業を行う国及び地方公共団体の機関（以下この条において「関係機関」という。）は、第 18 条

第１項の規定により国が講ずる措置及び同条第２項の規定により地方公共団体が講ずる措置に

係る事例その他の女性の職業生活における活躍の推進に有用な情報を活用することにより、当該

区域において女性の職業生活における活躍の推進に関する取組が効果的かつ円滑に実施され

るようにするため、関係機関により構成される協議会（以下「協議会」という。）を組織することができ

る。 
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２  協議会を組織する関係機関は、当該地方公共団体の区域内において第 18 条第３項の規定に

よる事務の委託がされている場合には、当該委託を受けた者を協議会の構成員として加えるもの

とする。  

３  協議会を組織する関係機関は、必要があると認めるときは、協議会に次に掲げる者を構成員と

して加えることができる。  

(1) 一般事業主の団体又はその連合団体  

(2) 学識経験者  

(3) その他当該関係機関が必要と認める者  

４  協議会は、関係機関及び前２項の構成員（以下この項において「関係機関等」という。）が相互

の連絡を図ることにより、女性の職業生活における活躍の推進に有用な情報を共有し、関係機関

等の連携の緊密化を図るとともに、地域の実情に応じた女性の職業生活における活躍の推進に

関する取組について協議を行うものとする。  

５  協議会が組織されたときは、当該地方公共団体は、内閣府令で定めるところにより、その旨を公

表しなければならない。  

（秘密保持義務）  

第 24 四条 協議会の事務に従事する者又は協議会の事務に従事していた者は、正当な理由なく、

協議会の事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。  

（協議会の定める事項）  

第 25 条 前２条に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、協議会が定め

る。  

 

   第５章 雑則   

（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告）   

第 26 条 厚生労働大臣は、この法律の施行に関し必要があると認めるときは、第８条第１項に規定

する一般事業主に対して、報告を求め、又は助言、指導若しくは勧告をすることができる。  

（権限の委任）   

第 27 条 第８条から第 12 条まで及び前条に規定する厚生労働大臣の権限は、厚生労働省令で定

めるところにより、その一部を都道府県労働局長に委任することができる。  

（政令への委任）  

第 28 条 この法律に定めるもののほか、この法律の実施のため必要な事項は、政令で定める。  

 

   第６章 罰則   

第 29 条  第 12 条第５項において準用する職業安定法第 41 条第２項の規定による業務の停止の

命令に違反して、労働者の募集に従事した者は、１年以下の懲役又は 100 万円以下の罰金に処

する。  

第 30 条 次の各号のいずれかに該当する者は、１年以下の懲役又は 50 万円以下の罰金に処す

る。  

(1) 第 18 条第４項の規定に違反した者  

(2) 第 24 条の規定に違反した者  
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第 31 条 次の各号のいずれかに該当する者は、６月以下の懲役又は 30 万円以下の罰金に処す

る。  

(1) 第 12 条第４項の規定による届出をしないで、労働者の募集に従事した者  

(2) 第12条第５項において準用する職業安定法第37条第２項の規定による指示に従わなかった

者  

(3) 第 12 条第５項において準用する職業安定法第 39 条又は第 40 条の規定に違反した者  

第 32 条 次の各号のいずれかに該当する者は、30 万円以下の罰金に処する。  

(1) 第 10 条第２項の規定に違反した者  

(2) 第12条第５項において準用する職業安定法第50条第１項の規定による報告をせず、又は虚

偽の報告をした者  

(3) 第 12 条第５項において準用する職業安定法第 50 条第２項の規定による立入り若しくは検査

を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の陳述をした者  

第33条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人

の業務に関し、第 29 条、第 31 条又は前条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その

法人又は人に対しても、各本条の罰金刑を科する。  

第 34 条 第 26 条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者は、20 万円以下の過料に処

する。  

    附 則 抄  

（施行期日） 

第１条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、第３章（第７条を除く。）、第５章（第 28 条を除

く。）及び第６章（第30条を除く。）の規定並びに附則第５条の規定は、平成28年４月１日から施行

する。  

（この法律の失効） 

第２条 この法律は、平成 38 年３月 31 日限り、その効力を失う。  

２  第 18 条第３項の規定による委託に係る事務に従事していた者の当該事務に関して知り得た秘

密については、同条第四項の規定（同項に係る罰則を含む。）は、前項の規定にかかわらず、同

項に規定する日後も、なおその効力を有する。  

３  協議会の事務に従事していた者の当該事務に関して知り得た秘密については、第24条の規定

（同条に係る罰則を含む。）は、第１項の規定にかかわらず、同項に規定する日後も、なおその効

力を有する。  

４  この法律の失効前にした行為に対する罰則の適用については、この法律は、第１項の規定にか

かわらず、同項に規定する日後も、なおその効力を有する。  

（政令への委任） 

第３条 前条第２項から第４項までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置

は、政令で定める。  

（検討） 

第４条 政府は、この法律の施行後３年を経過した場合において、この法律の施行の状況を勘案し、

必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に基づいて必要な措

置を講ずるものとする。  



54 
 

紫波町男女共同参画推進委員会設置要綱            平成 16 年 8月 19 日告示第 93 号 

                                   改正 平成 25年 5月 14 日告示第 158 号  

 

紫波町男女共同参画推進委員会設置要綱を次のように定め、平成 16 年 11 月１日から施行する。

（設置） 

第１  紫波町男女共同参画計画の施策推進に向けて、広く意見を聴取するために、紫波町男女共

同参画推進委員会（以下「推進委員会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２  推進委員会の所掌事項は、次のとおりとする。 

(１) 紫波町男女共同参画計画「紫あ波せあっぷるプラン」の総合的推進についての意見及び助 

言に関すること。 

(２) その他男女共同参画社会の推進に関すること。 

（組織） 

第３  推進委員会は、委員 15 人以内をもって組織し、委員は、次に掲げる者のうちから町長が  

委嘱する。 

(１) 識見を有する者 

(２) 町内の団体及び関係行政機関の代表者 

(３) 男女共同参画に関心を持つ町民であって公募に応じる者 

（任期） 

第４ 委員の任期は、２年とする。ただし、欠員が生じた場合における補欠の委員の任期は、前   

任者の残任期間とする。 

（委員長） 

第５ 推進委員会に委員長を置き、委員の互選とする。 

２ 委員長は、推進委員会を代表し、会議の議長となる。 

３ 委員長に事故あるとき、又は委員長が欠けたときは、委員長があらかじめ指名する委員がそ   

の職務を代理する。 

（会議） 

第６ 推進委員会の会議は、委員長が招集する。 

（庶務） 

第７ 推進委員会の庶務は、企画課において処理する。 

（補則） 

第８ この要綱に定めるもののほか、推進委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が定める。 

 

 

 

 

 

 

 



55 
 

平成 25・26 年度 紫波町男女共同参画推進委員会（計画策定委員）  

 
氏 名 所 属 等 区 分 

1 瀬 川 智 子 
元岩手県男女共同参画審議会委員 

紫波町連合婦人会会長 
第 3－1 号 

2 阿 部 萬太郎 星山間野村自治会長 第 3－1 号 

3 阿 部 礼 子 青少年育成委員 第 3－2 号 

4 村 谷 成 之 人権擁護委員 第 3－2 号 

5 中 村 亜貴子 紫波警察署生活安全課長 第 3－2 号 

6 藤 原 さえ子 
紫波町副校長会会長 

（上平沢小学校副校長） 
第 3－2 号 

7 細 川 恵 子 NPO法人 紫波さぷり代表 第 3－2 号 

8 青 山 潤 也 社会教育委員  第 3－2 号 

9 森 田 麻 里 女性起業支援団体ならいまちこまち 第 3－2 号 

1

0 
小 岩 美津子 

男女共同参画サポーター紫波ブロック長、 

ヌエック研修修了者 高校教諭 
第 3－2 号 

1

1 
吉 田 由 子 JA 女性センター 男女共同参画サポーター 第 3－2 号 

1

2 
澤 田 清 子 公募 男女共同参画サポーター 第 3－3 号 

1

3 
内 城 寛 子 公募 岩手大学男女共同参画推進室 第 3－3 号 
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平成 27・28 年度 紫波町男女共同参画推進委員会（計画改定委員）  

 
氏 名 所 属 等 区 分 

1 瀬 川 智 子 
元岩手県男女共同参画審議会委員 

紫波町連合婦人会会長 
第 3－1 号 

2 阿 部 萬太郎 星山間野村自治会長 第 3－1 号 

3 阿 部 礼 子 主任児童委員 第 3－2 号 

4 村 谷 成 之 人権擁護委員 第 3－2 号 

5 渡 邉 浩 志 紫波警察署生活安全課長 第 3－2 号 

6 島 越 禎 悦 
紫波町副校長会会長 

（紫波第二学校中副校長） 
第 3－2 号 

7 細 川 恵 子 NPO法人 紫波さぷり代表 第 3－2 号 

8 青 山 潤 也 紫波町体育協会副会長  第 3－2 号 

9 工 藤 姫 子 紫波町農業委員 第 3－2 号 

10 小 岩 美津子 
男女共同参画サポーター紫波ブロック長、 

ヌエック研修修了者 
第 3－2 号 

11 吉 田 由 子 JA 女性センター 男女共同参画サポーター 第 3－2 号 

12 澤 田 清 子 公募 男女共同参画サポーター 第 3－3 号 

13 内 城 寛 子 公募 富士大学経済学部専任講師 第 3－3 号 
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平成 29・30 年度 紫波町男女共同参画推進委員会（計画改定委員）  

 
氏 名 所 属 等 区 分 

1 小 岩 美津子 
男女共同参画サポーター紫波ブロック長、ヌ

エック研修修了者 
第 3-1 号 

2 内 城 寛 子 
富士大学経済学部専任講師 

元岩手県男女共同参画センター相談員 
第 3-1 号 

3 青 山 潤 也 
紫波町社会教育委員長（紫波町体育協会理

事長） 
第 3－2号 

4 阿 部 礼 子 主任児童委員 第 3－2号 

5 小笠原 久 子 人権擁護委員 第 3－2号 

6 工 藤 姫 子 紫波町農業委員 第 3－2号 

7 後 藤   力   虹の保育園 保育士（社会福祉協議会） 第 3－2号 

8 佐々木 栄 子 
紫波町連合婦人会推薦 

元紫波町議会議員 
第 3－2号 

9 細 川 恵 子 ＮＰＯ法人紫波さぷり代表 第 3－2号 

10 松 田 竜 也 紫波町教育振興運動推進委員 第 3－2号 

11 岡 市 善 寿 紫波警察署生活安全課長 第 3－2号 

12 加 藤  宏 
紫波町副校長会会長 

（片寄小学校副校長） 
第 3－2号 

13 吉 田 由 子 JA いわて中央 くらしの活動課 推薦 第 3－2号 

14 澤 田 清 子 公募 男女共同参画サポーター 第 3－3号 

 



男女共同参画意識調査2018

◆目的

 男女共同参画に関する町民の意識の変化や課題を把握し、

第二次男女共同参画推進計画の基礎資料とするため調査を実施する。

◆調査期間

平成30年2月～平成30年3月

◆調査対象

町内在住20歳以上　男性1000人　女性1000人（無作為抽出）

◆回収率

◆回答数

694件（男性278人　女性416人）

※平成２５年調査を で表示

平成３０年５月

　《集計結果及び前回調査（２０１３年）との比較》

男女共同参画社会づくりのための意識調査

34.70%
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男女共同参画意識調査2018

【回答者の属性】

１　あなたの性別は

男 278 40.1% 285 42.3%

女 416 59.9% 388 57.7%

計 694 100% 673 100%

２　あなたの年齢は

年代 男 女 計 割合 男 女 計 割合

20歳代 23 21 44 6.4% 23 36 59 8.8%

30歳代 20 46 66 9.6% 35 50 85 12.6%

40歳代 28 78 106 15.3% 46 68 114 17.0%

50歳代 55 84 139 20.1% 51 80 131 19.5%

60歳代 103 133 236 34.2% 83 90 173 25.7%

70歳以上 48 52 100 14.5% 46 64 110 16.4%

n=691 （↑有効回答者数 n=691 に対する割合）

無回答 1 2 3 0.4%

n=694 （↑回答者数 n=694 に対する割合）

３　あなたは、現在結婚されていますか。

540 78.4% 509 75%

81 11.8% 79 12%

68 9.9% 84 13%

n=689 （↑有効回答者数 n=689 に対する割合）

5 0.7%

n=694 （↑回答者数 n=694 に対する割合）

４　家族構成は、次のどれにあてはまりますか。

単身 37 5.4% 35 5.2%

夫婦のみ 158 22.9% 126 18.7%

親と子 314 45.6% 306 45.5%

親と子と孫 148 21.5% 167 24.8%

その他 32 4.6% 39 5.8%

n=689 （↑有効回答者数 n=689 に対する割合）

※「その他」の内容：四世代家族、兄弟姉妹と同居、親が老人ホームに入っている

無回答 5 0.7%

n=694 （↑回答者数 n=694 に対する割合）

５　あなたの職業は

男 女 計 割合 男 女 計 割合

44 34 78 11.4% 48 34 82 12.3%

126 115 241 35.1% 134 93 227 33.9%

25 98 123 17.9% 25 75 100 14.9%

2 74 76 11.1% 2 86 88 13.2%

7 6 13 1.9% 3 5 8 1.2%

61 72 133 19.4% 58 77 135 20.2%

10 12 22 3.2% 14 15 29 4.3%

n=686 （↑有効回答者数 n=686 に対する割合）

3 5 8 1.2%

n=694 （↑回答者数 n=694 に対する割合）

勤め（パート等）

学生

年金生活者

その他

無回答

無回答

※「その他」の内容：自営業兼年金生活者、パート兼年金生活者、無職、兼業農家

専業主婦(主夫）

結婚している

結婚していない

結婚していた（離婚・死別）

職業

自営業

勤め（フルタイム）
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６　結婚している方にお伺いします。配偶者の職業は

男 女 計 割合 男 女 計 割合

50 164 214 39.9% 52 163 215 41.3%

72 23 95 17.7% 54 12 66 12.7%

14 44 58 10.8% 21 34 55 10.6%

41 3 44 8.2% 65 3 68 13.1%

0 1 1 0.2% 0 0 0 0.0%

45 70 115 21.4% 31 71 102 19.6%

2 8 10 1.9% 2 12 14 2.7%

n=537 （↑有効回答者数 n=537 に対する割合）

※「その他」の内容：自営業兼年金生活者、パート兼年金生活者、無職、兼業農家

0 3 3 0.6%

n=540 （↑回答者数 n=540 に対する割合）

【家庭生活について】

問1　「男は仕事、女は家庭」などと性別によって役割を固定する考え方を、あなたはどう思いますか。

男 女 計 男 女 全体 男 女 全体

20 13 33 7.6% 3.3% 5.0% 10.1% 7.0% 8.3%

120 217 337 45.6% 55.5% 51.5% 46.4% 48.4% 47.5%

120 156 276 45.6% 39.9% 42.2% 41.7% 43.3% 42.6%

3 5 8 1.2% 1.3% 1.3% 1.8% 1.3% 1.5%

n=654 （↑有効回答者数 n=654 に対する割合）

15 25 40 5.4% 6.0% 5.8%

n=694 （↑回答者数 n=694 に対する割合）

問2　（結婚されており、配偶者と同居されている方）あなたの家庭では、家庭内の役割分担をどのようにしていますか。

主に夫 主に妻 共同 その他 無回答 主に夫 主に妻 共同 その他 無回答

5 126 84 3 2 3 53 146 9 9

3 187 22 6 2 2 99 96 14 9

13 134 61 10 2 4 51 144 12 9

11 146 55 6 2 5 56 139 10 10

0 103 67 21 29 0 29 141 19 31

2 65 109 19 25 2 13 160 15 30

14 104 50 27 25 3 27 139 22 29

72 48 77 17 6 18 12 164 14 12

8 61 73 57 21 1 8 154 35 22 0.33182

29 131 55 2 3 6 87 111 7 9

主に夫 主に妻 共同 その他 主に夫 主に妻 共同 その他

10 116 86 6 1 63 145 3

9 179 25 5 1 103 101 7

16 152 41 9 6 60 135 10

11 155 49 3 3 58 147 4

1 112 60 21 0 31 148 15

6 68 108 14 4 12 169 9 147

14 102 58 23 3 31 150 11 533

52 62 84 13 19 10 172 6

6 76 65 50 1 17 156 22 0.2758

25 136 49 5 8 82 117 2

乳幼児の世話・育児

生活費の管理

食料品等の買い物

食事のしたく

食後の片付け

掃除・洗濯

子どものしつけ・勉強

PTAへの出席

現状 理想

PTAへの出席

町内行事への参加

高齢者の世話・介護

生活費の管理

町内行事への参加

高齢者の世話・介護

男性の回答

食料品等の買い物

食事のしたく

食後の片付け

掃除・洗濯

乳幼児の世話・育児

子どものしつけ・勉強

専業主婦(主夫）

学生

年金生活者

無回答

わからない

男性の回答

無回答

自営業

同感する

同感できない

どちらともいえない

現状 理想

職業

勤め（フルタイム）

勤め（パート等）

その他
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主に夫 主に妻 共同 その他 無回答 主に夫 主に妻 共同 その他 無回答

12 199 81 11 10 1 76 201 9 26

4 255 29 13 12 0 80 189 15 29

14 228 48 12 11 12 38 220 12 31

4 243 49 4 13 4 52 218 9 30

0 172 69 34 38 0 17 228 22 46

4 130 113 25 41 5 4 243 15 46

6 198 36 31 42 13 19 211 20 50

44 134 90 25 20 31 9 225 15 33

4 125 74 73 37 4 9 213 45 42 0.23642 0.45003

39 180 73 6 15 11 91 173 8 30

主に夫 主に妻 共同 その他 主に夫 主に妻 共同 その他

9 194 74 16 4 79 180 13

5 247 22 17 1 108 153 17

17 225 31 18 6 72 179 21

5 225 50 12 3 70 185 19

1 159 71 30 0 24 220 18

2 121 110 26 3 9 232 16

7 165 57 30 7 13 223 20

49 100 106 24 27 7 215 23

6 105 74 68 3 14 205 39

35 185 61 9 20 95 152 10

問3　家庭生活において、一般的に男性（女性）はどのような存在ですか。

男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性

104 68 48 200 420 39.0% 55.7% 23.1% 51.5%

60 5 56 52 173 22.5% 4.1% 26.9% 13.4%

69 8 63 59 199 25.8% 6.6% 30.3% 15.2%

27 8 36 20 91 10.1% 6.6% 17.3% 5.2%

2 1 0 1 4 0.7% 0.8% 0.0% 0.3%

4 29 0 45 78 1.5% 23.8% 0.0% 11.6%

1 3 5 11 20 0.4% 2.5% 2.4% 2.8%

n=267 n=122 n=208 n=388 （↑有効回答者数 n に対するそれぞれの割合）

※「その他」の内容（男性）：家庭内の調整役、男女にかかわらず時と場合によってお互いが担う

　「その他」の内容（女性）：心休まる暖かな存在、結局は女性がすべてやらなくてはいけない、時と場合によって変わってくる、特に何も思わない

無回答 11 156 208 28 403

乳幼児の世話・育児

女性の回答

高齢者の世話・介護

現状

掃除・洗濯

女男

理想

女
計

女性（男性）にとって対等なパートナー

家庭の大黒柱

経済的な家族の支え

対外的な家族の代表者

男

生活費の管理

乳幼児の世話・育児

食後の片付け

子どものしつけ・勉強

PTAへの出席

町内行事への参加

高齢者の世話・介護

食料品等の買い物

食事のしたく

家庭より仕事を優先すべき人

仕事より家庭を優先すべき人

その他

食料品等の買い物

PTAへの出席

町内行事への参加

子どものしつけ・勉強

生活費の管理

食後の片付け

女性の回答
現状 理想

食事のしたく

掃除・洗濯
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【子育てについて】

問4　あなたの理想の子どもの人数は何人ですか。

男 女 計 男 女 全体 男 女 全体

1人 3 1 4 1.1% 0.2% 0.6% 1.8% 1.3% 1.5%

2人 134 191 325 48.9% 46.6% 47.5% 35.7% 37.0% 36.5%

3人 127 202 329 46.4% 49.3% 48.1% 57.4% 55.6% 56.3%

4人以上 3 4 7 1.1% 1.0% 1.0% 4.3% 5.3% 4.9%

0人 1 0 1 0.4% 0.0% 0.1% 0.8% 0.8% 0.8%

その他 6 12 18 2.2% 2.9% 2.6%

n=684 （↑有効回答者数 n=684 に対する割合）

※「その他」の内容：経済状況によって変わる、各家庭や個人の自由である、望ましいと決めつけることがおかしい

無回答 4 6 10 1.4% 1.4% 1.4%

n=694 （↑回答者数 n=694 に対する割合）

問5　少子化が進んでいますが、あなたはその理由についてどのように考えますか。（複数回答）

男 女 計 男 女 全体 男 女 全体

198 277 475 24.6% 23.7% 24.1% 20.0% 24.5% 22.5%

28 34 62 3.5% 2.9% 3.1% 3.5% 5.3% 4.5%

16 14 30 2.0% 1.2% 1.5% 2.6% 2.0% 2.3%

109 160 269 13.5% 13.7% 13.6% 17.1% 16.5% 16.8%

129 181 310 16.0% 15.5% 15.7% 17.5% 20.0% 18.9%

23 26 49 2.9% 2.2% 2.5% 2.6% 0.5% 1.5%

149 221 370 18.5% 18.9% 18.8% 21.8% 15.0% 18.0%

96 183 279 11.9% 15.7% 14.1% 10.6% 10.4% 10.5%

38 55 93 4.7% 4.7% 4.7% 2.4% 3.5% 3.0%

4 4 8 0.5% 0.3% 0.4% 0.3% 0.4% 0.3%

15 14 29 1.9% 1.2% 1.5% 1.6% 1.9% 1.7%

※「その他」の内容：ほしくても子どもができない人もいる、仕事第一に考える女性の増加、高額な不妊治療費、生き方の選択肢が増えたため

805 1169 1974

問6　あなたは、現在どのような状況で子育てにどのように関わっていますか。（複数回答）

男 女 計

67 141 208

自分の孫 58 87 145

14 31 45

29 42 71

118 136 254

9 15 24

※「その他」の内容：兄弟の子ども、甥や姪、隣の家の孫、弟

問7　あなたの家庭では、父親（母親）が子育てにどのように関わっていますか。（3回答以内）

父親 母親 父親 母親

21 29 22 69 141 　・女性が何らかのかたちで関わっている割合　100％

16 4 31 10 61 　･男性が何らかのかたちで関わっている割合　98.6％

24 17 33 51 125 　　　100％-（父親が「特に関わらない」の全体回答数10

9 6 27 15 57 　　　／回答者数694）

19 14 26 30 89 　　　＝98.6％

1 13 13 41 68

11 2 15 14 42

8 4 17 4 33

0 0 10 0 10 0.01441 0.98559

0 0 3 4 7

※「その他」の内容：（父親）すべてに関わっている　（母親）すべて一人でやっている、細かいところや親がやっている

計

スポ少や部活動に関わること

母親（父親）の子育ての悩みを聞く

特に関わらない

その他

保育施設・学校に関わること

男 女

かかわっていない

その他

自分の時間を持ちたいとき子供の世話をする

行儀などのしつけ

子どもの進路などを考える

通学・習い事などの送り迎え

結婚年齢の高齢化

必ずしも子どもが必要でない

未婚の親に抵抗がある

その他

自分の子ども

仕事

地域活動

子供の世話を毎日する

生活全般に経済的余裕がない

結婚しない人が増えた

育児に不安がある

教育資金がかかる

仕事と育児の両立が困難

住宅事情が子育てに向かない

子どもがほしくない
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問8　家庭で子育てをするためにどのようなことが必要だと思いますか。（複数回答）

男 女 計 男 女 全体 男 女 全体

62 69 131 8.2% 6.3% 7.1% 6.3% 6.9% 6.6%

148 222 370 19.7% 20.2% 20.0% 18.3% 20.1% 19.3%

70 153 223 9.3% 14.0% 12.1% 8.6% 11.3% 10.2%

60 81 141 8.0% 7.4% 7.6% 7.8% 6.3% 7.0%

155 176 331 20.6% 16.1% 17.9% 17.9% 15.7% 16.6%

12 15 27 1.6% 1.4% 1.5% 1.6% 3.0% 2.4%

122 182 304 16.2% 16.5% 16.4% 17.6% 15.7% 16.5%

4 4 8 0.5% 0.4% 0.4% 1.0% 0.9% 0.9%

110 176 286 14.6% 16.1% 15.5% 18.5% 18.6% 18.5%

4 10 14 0.5% 0.9% 0.8% 1.0% 0.8% 0.9%

6 8 14 0.8% 0.7% 0.8% 1.3% 0.8% 1.0%

※「その他」の内容：各家庭の経済環境の改善化、家族の協力、地域の協力体制、しつけ

753 1096 1849

問9　あなたは、子どもの学歴はどこまで必要だと思いますか。

男 女 計 男 女 全体 男 女 全体

53 63 116 19.9% 16.2% 17.7% 17.6% 17.6% 17.6%

30 57 87 11.3% 14.6% 13.3% 10.8% 12.2% 11.6%

25 34 59 9.4% 8.7% 9.0% 11.2% 9.8% 10.4%

141 204 345 53.0% 52.3% 52.6% 55.4% 51.3% 53.1%

17 32 49 6.4% 8.2% 7.5% 5.0% 9.0% 7.3%

n=656 （↑有効回答者数 n=656 に対する割合）

※「その他」の内容：（男の子）学歴よりも家庭環境や経済状況が重要、子どもの希望する学歴まで、現時点では決められない

12 26 38 4.3% 6.3% 5.5%

n=694 （↑回答者数 n=694 に対する割合）

男 女 計 男 女 全体 男 女 全体

55 74 129 20.9% 19.1% 19.8% 21.0% 20.9% 20.9%

35 81 116 13.3% 20.9% 17.8% 17.4% 17.7% 17.6%

47 80 127 17.9% 20.7% 19.5% 20.3% 23.0% 21.9%

109 119 228 41.4% 30.7% 35.1% 36.2% 28.8% 32.0%

17 33 50 6.5% 8.5% 7.7% 5.1% 9.5% 7.6%

n=650 （↑有効回答者数 n=656 に対する割合）

※「その他」の内容：（女の子）経済状況が良いものになるならどこまででもいい、子どもの自由、やりたいことを尊重する

15 29 44 5.4% 7.0% 6.3%

n=694 （↑回答者数 n=694 に対する割合）

【介護について】

問10　あなたがもしも介護を必要とするようになった場合、どなたに介護をしてもらいたいですか。（複数回答）

男 女 計 男 女 全体 男 女 全体

197 201 398 27.3% 18.6% 22.1% 30.0% 20.1% 24.6%

41 58 99 5.7% 5.4% 5.5% 8.2% 6.3% 7.1%

69 164 233 9.6% 15.2% 12.9% 6.6% 17.6% 13.1%

14 17 31 1.9% 1.6% 1.7% 2.9% 3.9% 3.5%

0 2 2 0.0% 0.2% 0.1% 0.3% 0.2% 0.2%

9 10 19 1.2% 0.9% 1.1% 1.3% 1.1% 1.2%

143 250 393 19.8% 23.2% 21.8% 18.5% 19.7% 19.2%

197 298 495 27.3% 27.6% 27.5% 25.8% 24.9% 25.3%

45 66 111 6.2% 6.1% 6.2% 4.9% 5.7% 5.3%

7 13 20 1.0% 1.2% 1.1% 0.6% 0.7% 0.6%

※「その他」の内容：いらない、その前に死にたい、家族には迷惑をかけたくない

息子

娘

短大・高専

大学以上

配偶者

ホームヘルパー

介護施設

わからない

その他

その他の家族や親戚

高等学校

専門学校

短大・高専

大学以上

無回答

その他

息子の妻

嫁の夫

無回答

女の子

教育費の軽減

特に必要ない

仕事と子育てを両立できる制度

わからない

その他

男の子

高等学校

専門学校

気軽に利用できる育児相談

必要なときに預る保育施設

下校後児童を預かる施設の充実

労働時間の短縮

育児の経済的負担軽減

男性の子育て学習機会の提供

その他
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722 1079 1801

【健康について】

問11　生涯、健康な体を保つために重要だと思うことはなんですか。（3回答以内）   

男 女 計 男 女 全体

210 314 524 26.5% 26.2% 26.3%

18 21 39 2.3% 1.8% 2.0%

197 254 451 24.9% 21.3% 22.7%

31 82 113 3.9% 6.9% 5.7%

163 279 442 20.6% 23.4% 22.3%

22 17 39 2.8% 1.4% 2.0%

20 19 39 2.5% 1.6% 2.0%

19 33 52 2.4% 2.8% 2.6%

21 58 79 2.7% 4.9% 4.0%

23 34 57 2.9% 2.8% 2.9%

63 74 137 8.0% 6.2% 6.9%

4 8 12 0.5% 0.7% 0.6%

※「その他」の内容：いらない、その前に死にたい、家族には迷惑をかけたくない

791 1193

【女性の就業について】

問12　（現在、職業をお持ちの方への質問）あなたの職場では、男性と女性の待遇が平等だと思いますか。

男 女 計 男 女 全体 男 女 全体

78 108 186 45.1% 45.0% 45.0% 44.1% 40.5% 42.0%

72 82 154 41.6% 34.2% 37.3% 40.7% 31.2% 35.1%

23 50 73 13.3% 20.8% 17.7% 15.2% 28.3% 22.9%

n=413 （↑有効回答者数 n=413 に対する割合）

無回答 105 176 281 37.8% 42.3% 43.3%

n=694 （↑回答者数 n=694 に対する割合）

問13　（現在、職業をお持ちの方への質問）職業を持っている主な理由は何ですか。

男 女 計 男 女 全体 男 女 全体

146 146 292 29.8% 20.9% 24.6% 29.6% 21.1% 24.5%

52 97 149 10.6% 13.9% 12.5% 10.5% 13.8% 12.5%

37 30 67 7.5% 4.4% 5.6% 7.5% 6.1% 6.7%

21 33 54 4.3% 4.7% 4.5% 3.8% 4.6% 4.3%

48 79 127 9.8% 11.4% 10.7% 10.3% 8.3% 9.1%

41 77 118 8.4% 11.0% 9.9% 7.3% 9.0% 8.3%

23 35 58 4.7% 5.0% 4.9% 5.8% 5.8% 5.8%

26 39 65 5.3% 5.6% 5.5% 5.3% 6.3% 5.9%

7 21 28 1.4% 3.0% 2.4% 1.3% 3.6% 2.7%

24 15 39 4.9% 2.1% 3.3% 4.8% 2.2% 3.2%

10 28 38 2.0% 4.0% 3.2% 1.3% 3.8% 2.8%

36 37 73 7.3% 5.3% 6.1% 7.0% 7.0% 7.0%

2 14 16 0.4% 2.0% 1.3% 1.3% 1.5% 1.4%

9 15 24 1.8% 2.1% 2.0% 2.5% 2.7% 2.6%

9 29 38 1.8% 4.2% 3.2% 1.3% 3.3% 2.5%

0 3 3 0.0% 0.4% 0.3% 0.8% 1.0% 0.9%

※「その他」の内容：ボケ防止

491 698 1189

その他

たばこ対策

健康に関する情報を集める

健康・悩みごと相談の充実

家族の理解・協力

職場の理解・協力

医療機関の充実

時間に余裕がある

家業だから

再就職が厳しいため

その他

生きがいを得る

能力・資格を生かす

視野を広げる

社会貢献

仕事をすることが好き

働くのは当然

生計を維持する

家計の足し

住宅ローン返済

教育資金

将来に備えた貯蓄

自分の自由なお金

健康診査を受ける

予防接種を受ける

自ら運動に取り組む

介護予防に力を入れる

食生活を改善する

思う

思わない

わからない
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問14　現在の社会は女性が働きやすい状況にあると思いますか。

男 女 計 男 女 全体 男 女 全体

7 5 12 2.6% 1.3% 1.8% 1.9% 2.8% 2.4%

139 159 298 51.7% 39.8% 44.5% 42.5% 34.0% 37.6%

66 101 167 24.5% 25.3% 25.0% 27.6% 30.3% 29.2%

30 67 97 11.2% 16.8% 14.5% 19.2% 16.0% 17.3%

18 40 58 6.7% 10.0% 8.7% 5.0% 13.2% 9.7%

9 24 33 3.3% 6.0% 4.9% 3.8% 3.7% 3.7%

0 4 4 0.0% 1.0% 0.6%

n=669 （↑有効回答者数 n=669 に対する割合）

※「その他」の内容：以前に比べれば良くなっている、職場によって格差を感じる

9 16 25 3.2% 3.8% 3.6%

n=694 （↑回答者数 n=694 に対する割合）

問15　女性が働きやすくするためには、どのようなことが必要だと思いますか。（複数回答）

男 女 計 男 女 全体 男 女 全体

104 140 244 13.6% 12.4% 12.9% 9.4% 11.3% 10.5%

100 152 252 13.1% 13.5% 13.3% 13.4% 12.6% 12.9%

127 191 318 16.6% 17.0% 16.8% 15.6% 17.3% 16.5%

64 50 114 8.4% 4.4% 6.0% 7.9% 4.9% 6.2%

110 165 275 14.4% 14.7% 14.6% 11.6% 12.1% 11.9%

9 27 36 1.2% 2.4% 1.9% 4.5% 4.2% 4.3%

20 28 48 2.6% 2.5% 2.5% - - -

97 130 227 12.7% 11.5% 12.0% 19.9% 18.8% 19.2%

102 198 300 13.4% 17.6% 15.9% 17.5% 18.2% 17.9%

27 38 65 3.5% 3.4% 3.4% - - -

4 7 11 0.5% 0.6% 0.6% 0.3% 0.6% 0.5%

※「その他」の内容：経済保障、教育の機会の平等、男性の給料増、自分自身の努力

764 1126 1890

問16　（女性への質問）仕事をやめた理由は何ですか。

28 21.2% 18.3%

13 9.8% 16.7%

15 11.4% 13.5%

9 6.8% 9.5%

12 9.1% 14.3%

2 1.5% 13.5%

0 0.0% 4.8%

4 3.0% 2.4%

2 1.5% 0.8%

1 0.8% 1.6%

5 3.8% 2.4%

0 0.0% 1.6%

1 0.8% 0.0%

2 1.5% 0.8%

27 20.5% -

2 1.5% 0.0%

9 6.8% 0.0%

※「その他」の内容：家庭の事情により、出産のため

132

給料が少ない

家族の反対

他にやりたいことができた

わからない

定年退職

その他

勤め先の理由

経済的に働く必要がなくなった

仕事に対する不満

職場の人間関係

結婚・出産退職の慣行

夫の転勤

その他

結婚のため

家事・育児に専念するため

健康上の理由

家事・育児との両立が困難

高齢者や病人の世話をするため

労働時間短縮、休日増加促進

女性が働くことへの社会慣習改革

介護・育児の休暇制度充実

相談窓口の設置

技術習得機会の充実

女性に対する再就職情報の提供

ある程度働きやすい

あまり働きやすいと思わない

働きやすいと思わない

どちらともいえない

無回答

その他

わからない

大変働きやすい

男性の働き方改革

保育・介護の施設やサービス拡充

家事の分担

46.3%

昇進・昇格の差別をなくす

65



男女共同参画意識調査2018

問17　（女性への質問）今後、仕事につきたいとお考えですか。

9 7.6% 8.3%

37 31.4% 44.2%

45 38.1% 29.2%

27 22.9% 18.3%

n=118 （↑有効回答者数 n=118 に対する割合）

14 10.6%

n=132 （↑回答者数 n=132 に対する割合）

問18　（農林漁業従事者への質問）農林漁業に従事した報酬を家族に払って（受け取って）いますか。

27 30.7% 21.9%

61 69.3% 78.1%

88

問19　（農林漁業従事者への質問）農林漁業に従事したことに対する金銭的な評価をすべきだと思いますか。

58 64.4% 52.4%

9 10.0% 24.8%

7 7.8% 9.5%

11 12.2% 8.6%

5 5.6% 4.8%

※「その他」の内容：すべきとは思うが実際は厳しい、農業でそこまでの利益がない、収入不足

90

【社会生活について】

問20　あなたの地域では次のようなことはありますか。

男 女 計 男 女 全体 男 女 全体

127 195 322 18.1% 17.3% 17.6% 17.7% 17.4% 17.5%

77 89 166 11.0% 7.9% 9.1% 11.8% 10.7% 11.2%

63 100 163 9.0% 8.9% 8.9% 10.2% 9.7% 9.9%

17 39 56 2.4% 3.5% 3.1% 3.5% 3.6% 3.6%

135 251 386 19.2% 22.3% 21.1% 19.3% 20.6% 20.0%

88 143 231 12.5% 12.7% 12.6% 15.0% 13.3% 14.0%

4 3 7 0.6% 0.3% 0.4% 0.6% 0.2% 0.4%

132 245 377 18.8% 21.7% 20.6% 18.0% 18.8% 18.5%

45 39 84 6.4% 3.5% 4.6% 2.7% 2.8% 2.8%

14 23 37 2.0% 2.0% 2.0% 1.2% 2.9% 2.1%

※「その他」の内容：よくわからない、ほとんど参加したことがない、女性参加の場が多すぎる、強制参加される気質がある

702 1127 1829

問21　あなたは現在、仕事以外に何か活動をしていますか。

男 女 計 男 女 全体 男 女 全体

111 136 247 27.4% 23.9% 25.4% 9.9% 7.4% 8.5%

11 11 22 2.7% 1.9% 2.3% 22.5% 15.7% 18.8%

7 43 50 1.7% 7.6% 5.1% 3.6% 7.6% 5.7%

36 58 94 8.9% 10.2% 9.7% 20.0% 21.4% 20.7%

1 1 2 0.2% 0.2% 0.2% 4.0% 2.3% 3.1%

31 11 42 7.7% 1.9% 4.3% 7.4% 2.3% 4.6%

45 97 142 11.1% 17.0% 14.6% 0.7% 0.4% 0.5%

4 4 8 1.0% 0.7% 0.8% 7.9% 10.6% 9.3%

32 44 76 7.9% 7.7% 7.8% 1.1% 0.8% 0.9%

117 162 279 28.9% 28.5% 28.6% 21.8% 29.5% 26.0%

10 2 12 2.5% 0.4% 1.2% 1.1% 2.3% 1.7%

※「その他」の内容：交通指導隊、消防団、民生委員、猟友会

283 422 705

当面予定はない

仕事に就きたくない

わからない

払って（受け取って）いない

仕事に就く予定有

無回答

わからない

その他

労働の金銭的評価をするべき

家族だから評価は不要

農林漁業外収入があるから不要

払って（受け取って）いる

町内会の会長は男性がする

役員や催しの企画決定は男性がする

集会などでは男性が上座に座る

集会で女性は発言しにくい

集会のお茶入れ、調理は女性がする

祭りや葬儀は男性が仕切る

地域作業に女性が出たら出不足金を払う

子供会の世話役は女性が多い

なし

その他

スポーツ・趣味などのサークル活動

ボランティア活動

PTA活動

青少年の健全育成

町内会などの地域活動

自然保護など地域環境を守る運動

青年・女性・高齢者等の団体活動

国際交流活動

政党・宗教など

何にも参加していない

その他
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問22　(問21で「活動に参加している」と答えた方へ）活動に参加しているのはどのような理由からですか。

男 女 計 男 女 全体 男 女 全体

68 136 204 21.1% 28.5% 25.5% 17.5% 23.8% 20.9%

21 25 46 6.5% 5.2% 5.8% 11.1% 5.8% 8.2%

87 72 159 26.9% 15.2% 19.9% 23.5% 13.2% 17.9%

26 57 83 8.1% 11.9% 10.4% 8.9% 16.6% 13.1%

13 21 34 4.0% 4.4% 4.3% 3.1% 6.3% 4.8%

13 33 46 4.0% 6.9% 5.8% 6.4% 7.0% 6.7%

62 89 151 19.2% 18.7% 18.9% 23.9% 19.4% 21.4%

25 30 55 7.7% 6.3% 6.9% 2.8% 4.4% 3.7%

8 14 22 2.5% 2.9% 2.8% 2.8% 3.5% 3.2%

※「その他」の内容：代々関わってきたから、リフレッシュのため、強制的に参加させられた、役を押し付けられる

323 477 800

問23　（問21で「何にも参加していない」と答えた方へ）その理由は何ですか。

男 女 計 男 女 全体 男 女 全体

57 51 108 26.0% 19.0% 22.2% 19.3% 16.7% 17.8%

69 66 135 31.5% 24.7% 27.7% 34.7% 22.1% 27.3%

20 24 44 9.2% 9.0% 9.0% 9.1% 12.3% 10.9%

36 42 78 16.4% 15.7% 16.0% 15.0% 12.5% 13.6%

6 48 54 2.7% 17.9% 11.1% 4.7% 16.3% 11.6%

3 6 9 1.4% 2.2% 1.8% 2.7% 3.8% 3.3%

19 14 33 8.7% 5.2% 6.8% 7.5% 5.7% 6.4%

9 17 26 4.1% 6.3% 5.3% 7.0% 10.6% 9.1%

※「その他」の内容：体調がすぐれないため、住み始めて間もなくわからない、病院への通院のため、人間関係

219 268 487

【女性の人権について】

問24 今の世の中は、女性の人権が尊重されていると思いますか。

男 女 計 男 女 全体 男 女 全体

思う 153 136 289 55.2% 32.8% 41.8% 61.2% 35.0% 46.0%

思わない 50 129 179 18.1% 31.2% 25.9% 15.3% 23.0% 19.8%

わからない 74 149 223 26.7% 36.0% 32.3% 23.5% 42.0% 34.3%

n=691 （↑有効回答者数 n=691 に対する割合）

無回答 1 2 3 0.4% 0.5% 0.4%

n=694 （↑回答者数 n=694 に対する割合）

問25　（問24で「思わない」と答えた方に）人権が尊重されていないと思うものは何ですか。（複数回答）

男 女 計 男 女 全体 男 女 全体

22 60 82 16.3% 18.9% 18.3% 16.1% 14.3% 14.8%

26 52 78 19.3% 16.4% 17.4% 12.4% 14.8% 14.1%

26 62 88 19.3% 19.5% 19.7% 17.9% 17.3% 17.4%

32 85 117 23.6% 26.7% 26.2% 20.5% 19.5% 19.8%

14 16 30 10.4% 5.0% 6.7% 15.2% 13.2% 13.8%

5 14 19 3.7% 4.4% 4.3% 6.3% 7.7% 7.3%

8 20 28 5.9% 6.3% 6.3% 7.1% 9.2% 8.6%

2 9 11 1.5% 2.8% 2.5% 4.5% 4.0% 4.2%

※「その他」の内容：パワハラ、自分らしさよりも女性らしさを求められる風習、女性から受ける圧力

135 318 453

役目が順番制だから

自分の知識や能力を生かしたい

世の中、地域の役にたつ

自分を成長させたい

教養を身につけたい

実生活に役立つ

いろいろな人と関りたい

時間がある

その他

関心が無いから

仕事が忙しいから

費用がかかるから

適当な講座、サークルがない

家事、育児、介護が忙しい

家族の協力が得られない

活動の場、施設がない

その他

売春・買春

風俗営業

夫から妻への暴力

職場での性的いやがらせ

女性ヌード写真を掲載した雑誌等

容姿を競うミスコンテスト

「未亡人」のように女性だけに使われる言葉

その他
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【LGBT（性的少数者）の人権について】

問26　LGTBという言葉を知っていましたか。

男 女 計 男 女 全体

94 124 218 34.1% 30.2% 31.7%

93 169 262 33.7% 41.1% 38.1%

89 118 207 32.2% 28.7% 30.1%

n=687 （↑有効回答者数 n=687 に対する割合）

2 5 7 0.7% 1.2% 1.0%

n=694 （↑回答者数 n=694 に対する割合）

問27　身近な人から性的マイノリティであると打ち明けられた場合の気持ちに近いものはどれですか。（複数回答）

男 女 計 男 女 全体

158 275 433 26.2% 26.9% 26.6%

5 2 7 0.8% 0.2% 0.4%

43 104 147 7.2% 10.2% 9.0%

160 261 421 26.6% 25.4% 25.9%

9 15 24 1.5% 1.5% 1.5%

105 203 308 17.4% 19.8% 18.9%

32 24 56 5.3% 2.3% 3.4%

35 88 123 5.8% 8.6% 7.6%

10 6 16 1.7% 0.6% 1.0%

42 43 85 7.0% 4.2% 5.2%

3 3 6 0.5% 0.3% 0.4%

※「その他」の内容：どうでもよい、当事者の自由、人柄次第で対応が変わる

602 1024 1626

問28　LGBTを理解するためどのような取り組みが必要だと考えますか。

男 女 計 男 女 全体

65 92 157 24.8% 24.0% 24.3%

72 95 167 27.4% 24.8% 25.9%

24 20 44 9.2% 5.2% 6.8%

48 88 136 18.3% 23.0% 21.1%

40 79 119 15.3% 20.6% 18.4%

13 9 22 5.0% 2.4% 3.5%

n=645 （↑有効回答者数 n=645 に対する割合）

※「その他」の内容：マスメディアで取り上げる、特別な活動や扱いを行わないこと、時代が既に受け入れる流れになっている、よくわからない

16 33 49 5.8% 7.9% 7.1%

n=694 （↑回答者数 n=694 に対する割合）

【DVについて】

問29　親しい男女間の暴力について、知っているものすべて選んでください。（複数回答）

男 女 計

247 373 620 89.3% 82.6%

228 344 572 82.4% 72.7%

141 203 344 49.6% 50.7%

116 204 320 46.1% 45.3%

170 247 417 60.1% 58.5%

聞いたことがある

知っている人の割合

集まれる場の提供

知っている人の割合

知っている

応援したい

応援したくない

わからない

その他

無回答

教育現場での啓発

社会制度の見直し

行政による啓発

専門の相談機関

無回答

知らない

その他

配偶者から受ける暴力をDVと呼ぶ

DVには精神的、経済的暴力が含まれる

DV被害者を支援する法律がある

話を聞く

話を聞かない

信頼してくれうれしい

今までどおり接する

距離をおきたい

理解したい

理解できない

警察や県が設置する支援センターが被害者を保護する

裁判所が加害者に接近禁止や退去を命じる制度がある
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問30　性犯罪など男女間の暴力を防止するために必要だと思うことは何ですか。（複数回答）

男 女 計

204 324 528 76.1% 77.0%

216 343 559 80.5% 80.2%

83 119 202 29.1% 34.0%

116 199 315 45.4% 45.5%

151 207 358 51.6% 57.1%

96 193 289 41.6% 57.2%

142 214 356 51.3% 55.4%

98 189 287 41.4% 50.2%

56 101 157 22.6% 34.2%

8 9 17 2.4% 2.4%

※「その他」の内容：過去の犯歴の公開、学校での教育の要求は過剰、個別ではなく総合的な取り組み、第三者の目が常に入る仕組み

【男女の平等について】

問31　現在の生活や社会は、男女の地位が平等だと思いますか。それとも不平等と思いますか。

男 女 計 男 女 全体 男 女 全体

56 36 92 20.4% 8.8% 13.4% 23.3% 10.3% 15.9%

117 171 288 42.7% 41.6% 42.0% 43.2% 45.8% 44.6%

9 5 14 3.3% 1.2% 2.0% 3.5% 1.9% 2.6%

92 199 291 33.6% 48.4% 42.5% 30.0% 42.1% 36.9%

n=685 （↑有効回答者数 n=685 に対する割合）

4 5 9 1.4% 1.2% 1.3%

n=694 （↑回答者数 n=694 に対する割合）

問32　男女の地位の不平等があるのはどの分野だと思いますか。

男 女 計 男 女 全体 男 女 全体

18 48 66 6.8% 12.1% 9.5% 4.6% 14.3% 10.1%

23 46 69 8.6% 11.6% 9.9% 7.7% 9.8% 9.0%

60 60 120 22.6% 15.1% 17.3% 23.5% 19.0% 20.9%

4 0 4 1.5% 0.0% 0.6% 1.6% 1.2% 1.3%

23 57 80 8.6% 14.4% 11.5% 6.9% 9.3% 8.3%

14 20 34 5.3% 5.0% 4.9% 4.2% 2.9% 3.5%

117 164 281 44.0% 41.3% 40.5% 50.0% 42.9% 45.9%

7 2 9 2.6% 0.5% 1.3% 1.5% 0.6% 1.0%

n=663 （↑有効回答者数 n=663 に対する割合）

※「その他」の内容：お店のサービスが女性を待遇している（レディースデイなど）、電車の女性専用車両、婦人消防協力隊、全てが平等である必要はない

12 19 31 4.3% 4.6% 4.5%

n=694 （↑回答者数 n=694 に対する割合）

思っている人の割合思っている人の割合

家庭での教育

学校での教育

地域での研修会、イベント

メディアを活用して啓発

加害者取り締まり強化

加害者の再犯防止教育

加害者の罰則強化

家庭

その他

暴力助長情報の取り締まり

メディアが暴力表現を使わない

その他

平等である

男性が優遇

女性が優遇

無回答

地域社会

職場

学校教育

政治や方針決定の場

法律や制度上

社会通念や習慣

どちらともいえない

無回答
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問33　次の言葉のうち、あなたが知っているものをおしえてください。

知っている
聞いたこと
がある 知らない

知っている
人の割合

知っている
人の割合

40 150 85 14.5% 15.6%

14 76 183 5.1% 5.5%

10 59 205 3.7% 4.3%

11 32 230 4.1% 2.6%

57 70 146 20.9% 10.6%

89 123 62 32.5% 27.3%

17 59 197 6.2% 5.5%

54 125 95 19.7% 22.8%

知っている
聞いたこと
がある 知らない

知っている
人の割合

知っている
人の割合

44 215 147 10.8% 11.5%

20 127 258 4.9% 4.4%

17 120 272 4.2% 2.5%

11 68 325 2.8% 3.6%

61 144 202 15.0% 7.2%

110 213 83 27.1% 29.4%

21 110 274 5.2% 4.7%

62 210 134 15.3% 18.5%

問34　議員や審議会等委員、役職への女性の進出が進まない原因はどこにあると思いますか。（複数回答）

男 女 計 男 女 全体 男 女 全体

51 85 136 7.4% 8.1% 7.9% 10.8% 11.3% 11.1%

65 101 166 9.5% 9.7% 9.6% 14.4% 11.7% 12.9%

109 124 233 15.9% 11.9% 13.5% 14.9% 13.8% 14.3%

66 120 186 9.5% 11.6% 10.8% 9.5% 12.8% 11.4%

109 190 299 15.9% 18.2% 17.3% 21.7% 23.3% 22.6%

118 136 254 17.2% 13.0% 14.7% 18.8% 17.2% 17.9%

38 53 91 5.5% 5.1% 5.3% 8.8% 7.8% 8.2%

122 220 342 17.8% 21.1% 19.8% - - -

9 14 23 1.3% 1.3% 1.3% 1.1% 2.1% 1.7%

※「その他」の内容：希望していないのに押し付けられる、若い頃からそういう機会を得ること、ならないという選択をしている人もいるので騒ぎすぎ

687 1043 1730

問35　男女があらゆる分野に平等に参画する社会を実現するために何が必要だと思いますか。（複数回答）

男 女 計 男 女 全体 男 女 全体

121 203 324 16.6% 18.7% 17.8% 16.7% 18.7% 17.8%

71 107 178 9.7% 9.9% 9.8% 8.9% 10.5% 9.8%

63 98 161 8.6% 9.0% 8.9% 9.7% 9.6% 9.7%

88 90 178 12.1% 8.3% 9.8% 11.5% 9.1% 10.1%

116 176 292 15.9% 16.2% 16.1% 11.7% 14.4% 13.3%

72 155 227 9.9% 14.2% 12.5% 7.8% 12.7% 10.6%

30 36 66 4.1% 3.3% 3.6% 3.9% 3.5% 3.6%

32 55 87 4.4% 5.1% 4.8% 6.0% 4.6% 5.2%

37 51 88 5.1% 4.7% 4.8% 7.9% 5.1% 6.3%

53 52 105 7.3% 4.8% 5.8% 8.9% 5.6% 7.0%

8 9 17 1.1% 0.8% 0.9% 1.0% 1.3% 1.2%

17 27 44 2.3% 2.5% 2.4% 2.1% 2.3% 2.2%

14 18 32 1.9% 1.7% 1.8% 2.9% 2.3% 2.6%

8 9 17 1.1% 0.8% 0.9% 1.0% 0.3% 0.6%

※「その他」の内容：お互いの意思の疎通、偏見やステレオタイプの解消、一律全女性対象は反対である、個人の感じ方次第

ポジティブアクション（積極的改善措置）

次世代育成支援対策推進法

ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）

育児・介護休業法

次世代育成支援対策推進法

女性

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律

広報誌などによる男女平等のPR

住民と行政による懇話会の設置

その他

女性リーダーの育成

学校における男女平等教育の促進

生涯学習の場での男女平等の理解促進

政策、方針決定の場への女性登用

男女共同参画に関する相談窓口設置

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律

介護施設・サービスの充実

その他

男性の家事、育児、介護への参画推進

女性の就労機会の確保

女性の指導力、能力に対する偏見

女性はでしゃばるものではないという社会意識

女性の登用に対する認識、理解不足

男女平等を目指した制度の見直し

職場における男女平等の取り扱い

保育施設の充実

女性有識者などの人材不足

男性がなるほうがいいと思う人が多い

女性自身が関心、チャレンジ精神がない

女性が女性の足をひっぱる

育児や介護に関わることが多い

男性

男女共同参画社会基本法

岩手県男女共同参画推進条例

ポジティブアクション（積極的改善措置）

男女共同参画社会基本法

岩手県男女共同参画推進条例

男女共同参画「紫あ波せあっぷるプラン」

男女共同参画「紫あ波せあっぷるプラン」

ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）

育児・介護休業法
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No. 問36男女共同参画社会についてのご意見、ご提案などなりましたら自由にご記入ください。

1 社会で活躍したい女性をフォローすれば良い

2
職場は医療だったので格差を感じる事はなかったが地域社会、家庭には自分自身も疑問に思わないよ
うな差を感じる。当たり前と思っている。

3
・母性に最高の価値を認める社会にする

・女性の学力向上こそが人類を救うという認識に立つ

4
今まで男女共同参画社会について無知でしたのでこれを機会にもっと知ろうと思いました。ありがとうござ
いました。

5 何かと昔から男性が優遇されている。なんとか社会で直してもらいたい。

6
だれでも子供をいつでも預け入れる施設があれば、安心して女性も働ける。学校も学級閉鎖があるとき
困る。

7 戦前・戦後生まれの考え方のギャップがある。若い者の政治・選挙の参加の関心が低い。

8 男女共同参画社会の言葉自体が現実性が無い。

9 男の人がやる、女の人がやるということではなく、やれる時にやれる人がやる・・・

10

男女共同参画は昔から言われているのに、なかなか進展しません。男女それぞれに甘えがあったり、分
担できていなかったり、一つ一つ話し合うことが大切でないか。

法律や制度が出来ても、この問題は解決しないと思います。社会全体が一人一人に対する（男女にかか
わらず）考え、行動を尊重できるようになることが大事だと思います。

11 現在までの社会構造から男性が頼りにされてきた経緯から、男性偏重では？

12 徐々に浸透しつつあります。

13
古い常識や慣習にこだわる我々老害世代がいなくなれば、風通しの良い男女平等の新しい世界がやっ
てくると思う。

14
高齢者含め参画に活発に運動できる入り口を見つけてほしい。具体的に何からはじめればいいのかわ
からない。

15 女性が働く事は夫の協力がなければ無理でした。

16 介護サービス等もっと充実させた方が良い。こちらが選べられる内容の充実がもっとほしい。

17 よりよい紫波町になりますように。
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18
中心部と地方の格差が大きすぎる事（老人が多く、今の社会情勢に感心が無いのにトップになりたがる
人が多い）

19

家庭・仕事、その上地域、行政区他、公民館行事への参加を強制されるのは嫌です。人口減少、世帯減少、若者
の県外流出のため、女性の負担が年々増加してます。特に消防婦人協力隊は、平等をうたうなら消防団員に希望
する方がさんかすればいいし、順番だからと役員他を強いられる事が苦痛で、町外への転居を希望します。

婦人会、婦人部、希望する方のみにして欲しい（私は全く希望しません）。行政区とか班とかの順番とかでは、もう対
応し切れません。共同参画といいますが、紫波町は女性の負担が多すぎて心理的ストレス”大”です。班長も区長も
もめて嫌になります。８～９割の人が生活でいっぱいです。いろんな役はリタイヤの方にお願いします。

消防婦人協力隊については、長年の慣わしでおそらく何十年も前に男性が決めたことに基づき、消防演習と出初
式に行進他で参加がありますが、この２大行事への参加がなくて、火防点検のみであれば皆さん協力してくださると
思いますが、今の状態だと私の地区の３０～５０代の女性は１００％嫌がっています。矢巾町、盛岡市はそんなことな
いのに、紫波町に嫁いだばかりに・・・と嘆いています。

転居する方もいるし（私もしたい！）娘や嫁には嫌な思いをさせたくないので町外在住という方も多いです（私もで
す）。日詰、赤石、古館地区は世帯が多いので切迫していないと思いますが、農村部で農家ではない我家は本当
に困っています。ますます人口減少が進み、若い世帯が定着しません。

共同参画というなら、協力隊をなくし希望の方は団員で活動することや、公務員の方はお休みが取りやすい訳です
から、新職員の方や退職の方が率先して負担していただきたいです。


協力隊の他、婦人部・公民館・交通安全母の会と女性をわける組織がいらなくなることが、共同参画ではないでしょ
うか？


夫が何かの役を負担していれば、妻としての補佐も必要なので女性の参加が減るならまだしも、増えるのは”大反
対”です。


消防演習、出初式に税金を使って大きい行事の必要があるのでしょうか？誰のためなのでしょうか？


区長・班長も、世帯が減る一方の地区は合併して区長・班長の負担軽減と、班長の集金作業はなんとか無くせませ
んか？

各世帯で納付するとか・・・とにかう、今の習慣にはうんざりです。

これ以上現役世代をイジメないで下さい。助けて下さい。お願いします。

お金のかかる行事は簡素化し、減らして、子育て福祉に税金をあててほしいです。


地区懇談会などでは絶対言えません。ツライです。助けて下さい。

20
生まれつき持った男と女の性は異なり、それぞれの視点で思考も異なる。互いの我を張り合うのではな
く、互いの感性を受け入れ互いの能力を尊重し合う姿勢と協調を育むことが共同参画の証と考える。

21 ４，５の問に対して理解できない点がありました。

22 家の中で父と母が笑っていると子どもは共同参画がわかると思う。

23 男女の分類にかかわらず、その人の持ち味を活かす考え方が重要。

24
女性は家事の負担など重く、なるべくそれ以上の負担を負いたくないという意識があり、女性の意識改革
は本人の努力が必要。

25
男女共同参画もこの最近では女性が巾をきかしている事が多くなって来ているように見られる。

飲酒・タバコ、飲酒運転。女性の割合が増えていることも重要視してください。

26
男女が同じ事をするということではない。男は男、女は女の特性があると理解し、互いの領分を犯さず、
自然に尊重し合うものがそれだと思う。何でもかんでも平等、男の入る所は女も入れなければダメだと
か、そういうものではない。皆違って、皆いい、があるべき姿では・・・。
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27
働いていた時は、職場の理解・協力が多大で恵まれていました。しかし、世の中はまだまだのようです
ね。

28
男女平等と言うけれど、何事も男性と女性は同じではない。男性には男性の、女性には女性の特性があ
る。それを踏まえた男女共同参画を考えなければいけないのではないか。

29 男性、女性の本音がわからない

30
女性の社会参画は自由度が求められる他、規定の拘束時間がなるため、働くのは難しい。（男性と同じと
いうのはリスクが多いと思う）

31
質問３３での質問で、”内容を知っている”が一つもない事に、自分がいかに無知であるかを知らされ恥
ずかしい思いをしました。機会がありましたら、勉強をしたいと思いました。

32
男女共同参画社会の実現のために行動を起していることはわかりました。では、今後岩手県の社会を展
開していくために、何か策や案というのはあるのでしょうか。できれば具体的に教えてください。

33 男女平等の教育を義務教育の必修科目とし、啓蒙すべきである。

34 公民館等で男性が家事をすることの大切さを話し合う場をもうけてほしい。

35 いつも男女平等とはいかないと思うので、その場その場で適切な配慮をするべきだと思う。

36

仕事をしていても、していなくても子育て中のお母さんは忙しい。主に生計を立てている人の収入を2倍
にすれば、子供を保育園に入れなくても良いお母さんが増えて、子供の数も増えるのでは？！（あるい
は、お父さんも）

男でも女でも、できる事をすれば良いと思う。

37
社会へ女性が進出が進むことは、発展につながると思いますが、その事で離婚・育児ほうきが進んで、そ
の前に子供を作らない。そこのバランスを考えると、次世代は課題が多いと思います。介護者も多数ふ
え、女性のふたんです。

38 今の子供達が大人になれば進むと思う。時代は変化してきている。

39 一般的にこの活動を知らない人が多いと思う。もっと啓発しないといけない。

40
活動に参加していない年齢の方６５才以上に活動できる種類が多くあったならいいのではないでしょう
か？

41 職場で男女共同参画を推進する。

42
全てを平等にしようと思う必要なないのでは。男性だからできること、女性だからできることがあると思うの
で、お互いに尊重し合う考えの方がよいのでは。

73



43
家で家のことをやりたいという女性もいると思うので、誰もが外に進出しなくてもいいと思うが、出てみたい
ときに出られるような環境が整っているのが理想だと思います。

44
子育てしていて一番お金が必要になってくるのは大学生なのに、その時期の手当てがあまり存在してお
らず、その世代の母親たちは年齢が年齢だからと仕事が制限されてしまうのは、男女平等ではないと思
う。全ての世代での男女平等が必要だと感じる。

45 女性から見た問題を、マスコミ等はもっと周知する必要があると考えます。

46
・女性の社会進出は重要で、推進されていくべきだと思うが、「女性管理職を～％以上とする」といった目
標を設定するといった方法は間違っていると感じる。能力がある人が、性別を問わず適した役職につくべ
きと考える。

47 役所の業務は、土・日・休も対応して、いつでも相談できる体制により、各種改善が速やかにできる。

48
男も家事・育児・介護なんでもできるが、生活できる基礎が大事。女性の意識、やる気があればできるか
ぎり応援する。

49 行政と住民との懇話会等が最もひつようと思う。地域との仲も同じあるので、出来るかぎり参加している

50 具体的な内容がわかりずらいです。

51
地域に子供がいない。

子供（15才以下）の数を増やさないと。社会が成立しない。

52 ・行政による職場（会社）指導

53 体がふじゆうで出れない

54 あまり考えたことがなかったです（男女どちらが優位に立ってるのか？

55 結婚する人が少なくなったので、出会いの場を作ってみてはどうかと。飲み会、スポーツ、レジャーの場。

56

各分野のトップの考え一つでしかなく、国がとか一部の力を入れてもトップの考え方に添うしかない事と
思う。


・子供達には広い視野の環境を持って欲しくて、英語の授業の取り込みとか（きっかけとして）良いと思
う。反面、道徳の時間が少ないのではないでしょうか。

テレビ番組の内容も大きく変り、スマホ・パソコンを操作する時間が増え、心の成長には個人・家庭対応
になっているように感じています。そこも重要と思う。でもその年代の環境で人は成長・得るものがあると
思います。

環境を振り返ってみることも大切なこと。大切なことまで見失い、改善してしまったのではないでしょうか。

57 アンケートで今後どの様に取り組んで行くのか連絡して欲しい。特に参加された方へ。
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58 アンケートだけでおわらず、何かしらの形でＰＲをしてほしいです。

59 紫波町　全然住みたくない所

60
女性だから、男性だからと役割を決めてしまうと、協力的な男性、仕事を頑張っている女性にとっても窮
屈な社会になってしまうので、自由に生き方を選べる本当の平等を目指すべきだと思う。

61
男女共同参画社会は、時代の流れで良い方向に進んでいると思います。世代交代でもっと進むと考え
ます。しかし、いろんな責任も伴うと思うので、注意して見守りたいです。


ご苦労様でございます。

62 女性が社会に出やすいように男性が後押しをする。

63
個人所得が上がれば自ずと余暇やライフスタイルの多様性が生まれる。その結果として性別に偏りの無
い社会性が出来上がるのではないか。

とにかく金、時間が無い世帯が多いと思う。

64
男女共同参加社会になったのは最近のこと。とても良いこと。

うらやましい時代。もっと早くにこの社会になっていたら、戦中派生まれの人間としてはうらやましいです。

65 お互い理解し合い、相手の身になって考える事が大事です。

66
環境ばかりではなく、良い意味での男だから女だからという気持以外に、悪い意味での男だから女だか
らが相方あると思います。

かんじんの女性側にも意識が少ないのもあるかと。

67
社会全体の女性の働き勤め状態が、パート・臨時などが多く、立場を弱くしていると思う。雇用形態が変
らない限り、難しい面がある。

68
イベント等の参加は、退職後になると思われる。

時間と金がない現実。理想では生活できない。

69
男性でも女性でも各分野で活躍するには家族の協力が不可欠です。最近では女性の起業家も増えて
いて良い事だと思います。議会にも女性議員が多くなりました。

70 今の若い方が経済的にも、生活していきやすい社会になることを期待しています。

71
男女平等と、対等といいますが、男の人にしか出来ないこと、女の人にしか出来ないことがあると思うの
で、お互いを尊重し合えればよいと思います。
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72
回答しずらい内容でした。

推進計画？実際に何を活動しているかわかりません。調査の意味があるのでしょうか。具体的な活動
は？目に見える推進を願う。

73
古館駅にバス停が欲しいです！

道路から歩道への段差があり、ベビーカーは困る！

74

育児休暇中の手当てを増やさないと収入が減るので休められない。男性の方が収入が多いので自然と
女性が育児休暇を取ることになる。男性が普段家事をしていないので任せられない。休暇明けても子供
の体調不良で休むことになり、仕事を続けられない。

育児休暇、２年くらいないと仕事と身体がもたない。

75 男だから、女だからではなく、個人の能力をいかした生き方ができるといいですね。

76 発言しやすい環境作り

77
意見・提案は特になし。


頑張れ紫波町、紫波町の若者たち

78 働く親が幼児や児童を安心してお願いできる場所を設けることが基本ではないのかなと思います。

79
・女性の意見も良く聞く事も大切

・女性リーダーの育成や人間関係についての育成

80

バリバリ働きたい女性もいれば、仕事と家庭のバランスよく働きたい女性、子育て中は家庭に専念したい
女性など、様々。

家庭を持たずバリバリ働く分には就職さえできればある程度女性にも配慮された社会になったと思うが、
家庭を持つと希望の両立の仕方ができない。職場でがバリバリ働くことが求められ、家庭では良き母であ
ることが求められる。そういう意味で男女平等ではないと感じます。

また、働く時間の長短を含め、多様な選択肢が当然のように保障されたり、再就職のしやすさも必要と思
う。

81
「男女共同参画社会」といわれる以前の人口が多数の中ですすめていく風潮を作っていくのは時間がか
かると思います。

「男女共同参画社会」をテーマとしたＴＶドラマなどで浸透させていく

82

医療関係につとめていますが、職員の不足でどうしても家庭を犠牲にしなければならない。シングルな
為、限界もある。仕事を犠牲にすれば公務員としてどうか？と思われる。

ですが、私も一人しかいない。仕事も子育ても（今は本当に親が必要）全力でやれる人をどうか助ける町
にしてほしい。

83
男性の働き方にゆとりがないと、家庭での協力もできず、それをみて育つ子供達にも男女差を知らずに
教えていることになります。働き方の改革を望みます。

84 参加する為には、子供・介護者を世話してもらう事が出来ないと実現出来ないのではと思います。

76



85
通常、男女共同参画ということばの意味がわからない。

30．3．11男女共同参画セミナーは良い企画ですネ。かかわって、より深まります。

86

まだ男女共同参画の本当の目的が国民・町民にしんとうしていない。

男女平等もおなじで、平等ではあるが、男としてやるべきこと、女性としてやるべきことはやりつつ、お互
いを大切に思い、助け合うことがこのことばで、なおかつ、女性の社会を進出を心から応援する気持男性
はもって応援してほしい。

87
人材不足かもしれませんが、各女性団体のトップかなり高齢な方が長い間なさってる方がいらっしゃいま
す。若い方々にバトンタッチした方が良いのではと思います。

88
男女平等とはいっても出来ることやむいていることは性別に左右されることは否定できない。

女性を尊重することもいいと思うが、男性を軽視していい訳ではないので、バランスをとることが難しいの
ではないかと思う。

89
女性は、男女の役割が出来やすいが、男性の一人親に対する優遇を考えるのもどうかと思う。女性は働
く時の給与面改善とか。

90 たいへん難しい問題だと思う。

91

10年前より今の方が、1年前より今の方が情報を得やすくなっているため、女性の社会進出が増えている
と思います。一方で男性の「威厳」の感情が行き場を失っていると思います。前項でも書きましたが、これ
から家庭を持つ男性はその「威厳」のこだわりはあまり無いとおもいます。


タバコを禁じられ、経験をスマホにとられたおじさん達の行き場を考えるのが課題ではないでしょうか。


生活を見つめ直すきっかけになりました。ありがとうございました。

92 地域活動が多すぎて、仕事をしていると土・日もなく活動にあてられることが多いと思います。

93
男女の差をなくすのではなく、少なくしていくのが先だと思います。後々は平等にしていかなければなら
ないかもしれませんが、一つひとつ順番に進めなければまったく不平等は変らないままになると思いま
す。

94
生活の中で最も基盤となる家庭の中での暴力（精神的暴力含む）がある。

踏み込んでいけない部分でもあると思うが、相談等があった場合、サポート・支援を強めてほしいと願っ
ている。

95 3/11はお話を聞きたいけれど、用事があって聞けません。次を楽しみにしています。

96 単なるアンケートにならない様に活用してほしいと思います。

97
働く女性が増える中で、社会的にまだ理解されていない部分が多いと思います。子育て時代に、子供の
急病により欠勤する場合の理解や偏見があり、とても休みにくい状況になることもある。また、有給休暇を
自由に取れないことも社会的に多い。
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98
子供が出来たら、妻だけの仕事ではなく、お互いに仕事しているなら、一緒に子育てすべきだ！休日も
妻が子供に合わせるのではなく、夫も合わせ、妻が働ける環境が必要だと思います。

99

晩婚化により子育てと親の介護が重なるダブルケアにしても、ほとんどが女性の負担が大きくなってい
る。

夫婦共働きの他、定年延長やシニア世代の就労で高齢になっても働く環境で、婦人消防協力隊や交通
安全母の会の活動（特に会長や代表などの役員）の負担を大きく感じる。

さらにいこいの家の運営や地区公民館行事への女性会等の参加など義務的に活動せざるを得ない場
面も増えてきている。

これからの少子高齢化や女性の就労が増えていく中で、各種団体や会の存在意義の見直しや縮小が
必要と感じる。

一方で企業や職場での男性の働き方改革も早急な取り組みが必要。

100
（健康について）

医療費の軽減の為にも、トレーニング等々の設備及びその機会を多く設けてほしい。

（公民館活動の一つとして、脳トレ等の勉強で認知症予防のチャンスも）

101 終活です。

102
人間本来の女性の役割、男性の役割を踏まえての、男女共同参画社会でなければ、少子対策と二律背
反のように思う。

103

世の中、働いている人は非常に忙しく、ヒマ（子育ておわった主婦など）な人はすごーく時間があるという
極化だと思います。

職場に週に１、2日きてくれるヘルプ的なちょこっと働きしてくれる人とか、ヒマな人々からとりこめば（そう
いう人たちもちょこっとなら働きたいという人もいるはず）、忙しすぎる人々も助かるし、休めるのではない
でしょうか。今、自分自身、休みを取れない職場なのでやめたい反面、やめてすっかりヒマになるのも…
と考え込みます。ため息

104 セミナーなどを開催し、参加する事により理解できていくのではないかと思います。

105
女性が社会参加する為には、どうしても家事・子育ての負担があります。保育施設の充実の為には保育
士さん（女性）の確保も必要です。職場の福利厚生の充実、理解が必要と思います。

106 家庭における女性の負担を減らす事を進めなければならない。

107
女性の方が土・日仕事が多いと思うのに、保育施設は休みますがどこにたのめば良いのか困っている人
が多いと思います。

働きたくても無理だと思います。給料の差が同じ仕事でもちがうと思う。

108
地域のリーダーには女性が向いていると感じることが多くあります。

もっと女性の進出を期待します。

109
無理に男女平等にする必要がないこともあります。

（深夜・早朝労働等発生します。→女性の職の安全が崩れます）
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110
地域や社会では権力のある者、長くいる者の意見が尊重され、古き時代の流れのままである。新しい時
代へ変換されない実状がある。そのため、女性、特に若い人達の意見が通りにくい。高齢者が増え、少
子化だが世代交代は必要と考える。

111 男女平等は正直難しいと思います。体力面、機能面も違うことはしょうがないと思います。

112
今後は女性も社会進出する方が多いと思います。男性の協力は特に家庭内においてはもっと重要に
なってくると思います。

113 働き方改革関連法案等が整備されれば、より男女共同参画の機会も促進されるものと思われます。
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第一次推進計画管理指標達成度

管理指標80項目のうち、目標値に達成したものは45項目でした。

達成値の網掛けは目標数値に達したもので、（　）は達成年度。それ以外は、直近の調査年度の数値を掲載しています。

単位
基準値

（H15以前）
目標数値 達成値（達成年度）

％ 24.5 30.0 21.0

％ 4.5 15.0 15（H24)

％ 3.8 9.5 9.5（H24)

％ 31.2 35.0 31.1

％ 16.0 20.0 32.9（H16)

％ 7.0 3.0 5.38（H18)

回 無 2 2（H19)

回 無 15 17（H21)

件 652 130/年 170（H23）

件 6,411 10000/月 14,637（H17）

人 ― 70 48

回 38 40 36

地域懇談会等参加者の女性割合 ％ 18.8 30.0 15.7

投票率 ％ 77.7 70.0 59.4

地域活動に参加している人の割合 ％ 24.0 50.0 58.8（H24)

地域で活動をしている団体数 団体 152 160 136

ＮＰＯ法人数 団体 4 10 10（H20)

リーダーの女性比率 ％ 28.4 30.0 46.2（H19)

交流活動に参加した人の数 人 1,117 1,200 1,289（H17)

交流活動支援数 回 8 10 33（H22)

不利益、不便を感じる人の割合 ％ ― 10.0 47.2

相談受付体制の有無 ― 有 有（H17)

ネットワーク数 団体 17 18 18（H18）

相談処理件数 件 3,798 4,000 1,342

ふれあい相談所への受付件数 人 357 360 50

誰でも気軽に相談できる体制づくり

関係機関、団体とのネットワークの強化、充
実

多様な相談に対応するための相談員の育成

地域活動をしている団体・ＮＰＯ等の育成、
支援

地域活動等のリーダーの育成

地域に根ざした国際交流の推進

異文化を理解するための交流活動の支援

男女が共に支え合う安心のまちづくり

男女が共に参画するまちづくり

政策・方針決定の場への共同参画の推進

住民のニーズにあった男女共同参画の推進

誰もが理解できる政策の情報公開

誰でも参加できる方針決定の場の設定

地域活動等への共同参画の推進

議会を傍聴した人の数

地域懇談会等の開催

行政区長の女性比率

推進委員会の開催

ワークショップの開催

ポータルサイト等による情報提供数

ポータルサイトアクセス数

法定審議会等委員の女性比率

議会議員の女性比率

農業委員の女性比率

各種委員会等の女性比率

町職員の管理職の女性比率

項　　　　　　　　　　目 管理指標

男女が共に個性と能力を十分に発揮し、お互いの意思を尊重しながら、
共に自立し、支えあい、いきいきと心豊かに暮らせるまち 男女の地位が平等と思う人の割合 ％ 14.8 35.0 15.9

80



単位
基準値

（H15以前）
目標数値 達成値（達成年度）項　　　　　　　　　　目 管理指標

ＤＶ被害経験者割合 ％ 8.1 5.0 2.5（H20)

DV被害相談処理件数 回 1 5 2

DV予防啓発情報提供数 数 ― 5 8（H21)

学習機会数 時間 8 10 10（H19)

若年者の中絶率 ％
19.9
(H14)

15.0以下 13.6（H16)

苦情件数 件 ― 10 3

公共施設等のバリアフリー率 ％ 31.3 40.0 未

おむつ交換シートの設置率 ％ ― 10.0 未

授乳スペースの設置率 ％ ― 10.0 未

％ 42.4 30.0 47.5

家事を共同で行っている割合 ％ 14.0 20.0 27.2（H24)

％ 12.8 20.0 17.1

合計特殊出生率 人 1.45 1.25（以上） 1.36

子育て支援体制の有無 無 有 有（H17)

延長保育実施保育施設数 施設 2 4 4（H22)

一時保育実施保育施設数 施設 1 3 3（H17)

子育て支援活動団体数 団体 3 4 4（H20)

子育て支援者数（子育てサポーター） 人 14 30 27

育児を夫婦が共同で行っている割合 ％ 23.3 25.0 29.1（H24)

男性の育児休暇取得数 件 0 3 1

％ ― 30 未

授業参観者の男性の割合 ％ ― 20.0 17.0

％ 25.5 30.0 33.0（H24)

％ 58.3 70.0 35.9

％ 44.3 50.0 50.6（H21)

高齢者の要介護認定率 人 12.0 15.7 15.9

介護支援体制の有無 ― 有 有(H16)

介護する人の実態を把握 ― 有 有(H19)

ドメスティック・バイオレンス「０」をめざして

障害、高齢等による不都合施設の解消

健康のために運動を心がけている
人の割合

特定健康診査受診率（Ｈ19まで基本
健康診査）

生涯を健康で過ごすための支援

介護支援体制の充実

男性の育児休暇取得に理解する人
の割合

在宅介護を男女が共同で行なって
いる割合

子育て支援活動団体等への支援

子育てへの男性の参画促進

女性中心の介護から支え合いの介護へ

家庭において男女が対等なパート
ナーと思う人の割合

子育て支援体制の充実

「男は仕事、女は家庭」という役割固
定に同感しない人の割合

女性に対するあらゆる暴力の問題意識の高
揚

性に関する教育、啓発の促進

すべての人が集える環境に

みんなで支える子育て

乳幼児と一緒に出かけることができる環境づ
くり

家族で支え合う家庭づくり

性別による固定的な役割分担意識の改革

家事労働を仕事と認める意識改革
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単位
基準値

（H15以前）
目標数値 達成値（達成年度）項　　　　　　　　　　目 管理指標

介護支援者数 人 ― 30 24

介護研修等受講者数 人 75 100 325(H16)

男性の介護休暇取得数 件 0 5 1

％ ― 30 未

男性の所得に対する女性の所得割合 ％ 50.2 70.0 69.3

働きやすいと思う人の割合 ％ ― 70.0 40.0

女性の就業者割合 ％ 44.7 50.0 45.4

％ 41.1 50.0 42.0

育児休業制度の利用数 件 8 10 未

介護休業制度の利用数 件 1 3 未

技術講習会等参加者数 人 ― 20 70（H20)

労働報酬を分配されている人の割合 ％ 15.8 20.0 25.7（H17)

家族経営協定締結農家数 戸 13 20 36（H18)

女性起業団体数 団体 9 10 11

女性起業者数 人 130 150 186（H21)

産直に参加している女性の数 人 250 300 494（H19)

％ 30.1 10以下 4.6

人/団体 0 2 6

数 ― 3 16（H20)

％ ― 50.0 35.7

無 有 有（H16)

ホームページへのアクセス数 回 無 100 548（H19)

情報提供 ﾍﾟｰｼﾞ 無 5 6（H16）

人 90 150
（累計）

173（H18)

人 ―
5

(累計）
4

男女共同参画サポーター認定者数 人 11 30
（累計）

30（H20)

男女共同参画に関する学習機会の提供

男女共同参画の周知活動者、団体の育成、支援

女性の起業団体の支援

女性の起業家の育成、支援

男女がお互いの個性を尊重するまちづくり

男女が平等であるという意識を高める

男女共同参画に関する情報の収集と提供

男女共同参画サポーターステップ
アップ研修参加者数

町立児童・生徒・保護者を対象とし
た男女共同参画関連の研修数

町立学校における保育・介護体験の
実施割合

男女共同参画に関するホームペー
ジの開設

いわて男女共同参画フェスティバル
参加者数

男女共同参画に関心を持っていな
い人の割合

周知活動をする人、団体の数

女性の就業支援

農業・商工自営業におけるパートナーシップ

家族経営協定の締結の促進

職場において男女が平等と思う人の
割合

雇用環境の改善

雇用における男女平等・機会均等の推進

労働に関する法律・制度の周知

男性の介護休暇取得に理解する人
の割合

介護支援者の育成

介護に対する男性の理解促進

男女が共に輝く元気なまちづくり
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・女性の人権が尊重されていると思う人の割
合

46.0% 41.6% 60.0% 意識調査結果

・男女共同参画サポーター認定者数 40人 46人 50人 企画課

・図書館における人権・男女共同参画に関す
る書籍数

47冊 79冊 60冊 ○
企画課（図書
館）

・社会や生活の中で、男女の地位（立場）が
平等と思う人の割合

15.9% 13.3% 20.00% 意識調査結果

・小中学生の育児・介護体験の実施回数 － 15回 10回 ○ 学務課

・「男は仕事、女は家庭」という固定観念に
同感しない人の割合

47.5% 48.6% 55.0% 意識調査結果

・料理教室に参加する男性の数 50人 67人 60人 ○
企画課(地区公聞
取り)

・父親が何らかのかたちで子育てに関わって
いる割合

92.1% 98.6% 95.0% ○ 意識調査結果

・高齢者の世話、在宅介護を共同で行ってい
る夫婦の割合

30.9% 27.6% 40.0% 意識調査結果

・子育て支援ボランティアの活動回数 56回 70回 60回 ○ こども課

・特定健康診査受診率（紫波町国民健康保険
加入者対象）

55.6% 56.7% 60.0% 町民福祉課

・早期に妊娠届出を行う人の割合 86.6% 93.0% 90.0% ○ 長寿健康課

・乳がん検診受診率 23.9% 32.0% 50.0% 長寿健康課

・子宮がん検診受診率 24.8% 31.6% 50.0% 長寿健康課

・職場において男女の待遇が平等と思う人の
割合

42.0% 45.0% 45.0% ○ 意識調査結果

・女性が働きやすい社会だと思う人の割合 40.0% 44.6% 50.0% 意識調査結果

・家族経営協定締結農家数 66件 68件 75件 農業委員会

・農林業などに従事した家族に金銭的評価を
すべきであると思う割合

48.0% 64.4% 55.0% ○ 意識調査結果

・仕事以外に何か活動をしている人の割合 62.4% 70.1% 75.0% 意識調査結果

・市民活動支援センター相談件数 108件 279件 120件 ○ 企画課

・法定審議会などの委員の女性比率 21.0% 24.5% 30.0% 企画課

・町内小中学校の校長、副校長における女性
の割合

21.4% 10.7% 30.0% 学務課

・町職員の管理職員の女性比率 32.9% 34.4% 35.0% 総務課

・地区懇談会、意見交換会における女性の参
加者の割合

15.0% 30.2% 25.0% ○ 全課等

・市民活動における女性リーダー比率 46.2% 41.0% 50.0% 全課等

・防災会議における女性委員の数 3人 6人 5人 ○ 総務課

■第二次男女共同参画推進計画　管理指標中間達成度　（目指す項目と目指そう値）

基本方針 目指そう値 基準値
平成30年
３月末実績

目指そう値
（平成30年） 担当課等

Ⅰ
男女がお互
いを尊重す
る意識の定
着を図りま
す

Ⅱ
男女が共に
支え合い、
心豊かで安
全安心な社
会づくりを
進めます

・警察や配偶者暴力相談支援センターが、DV
被害者を保護することを知っている人の割合

45.3% 46.1% 70.0% 意識調査結果

達成
状況

Ⅲ
仕事と生活
の調和がと
れた社会を
目指します

Ⅳ
あらゆる分
野で男女が
参画する機
会を増やし
ていきます
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計画策定の経過 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

期  日 内   容 

平成 24年 10 月  1 日 庁内ワークスタッフ会議 

11 月 21 日 男女共同参画推進委員会（計画策定委員会①） 

12 月 10 日～1 月 男女共同参画社会づくりのための意識調査 

 平成 25 年  5 月  8 日 男女共同参画意識調査結果公表（紫波ネット 5月号） 

5 月  9 日 庁内ワークスタッフ会議 

 7 月  8 日 男女共同参画推進委員会（計画策定委員会②） 

 9 月 18 日 男女共同参画推進委員会（計画策定委員会③） 

 10 月 10 日 男女共同参画セミナー（計画概要の説明） 

 12 月 18 日 男女共同参画推進委員会（計画策定委員会④） 

平成 26 年 1 月 16 日 男女共同参画推進会議 

1 月 22 日～2 月 10 日 意見公募の実施 

1 月 28 日 意見交換会の開催（2 回） 

1 月 30 日 議員全員協議会説明 

2 月 20 日 議員全員協議会説明 

2 月 24 日 男女共同参画推進委員会（計画策定委員会⑤） 

3 月 12 日 
議会定例会3月会議において「第二次紫波町男女共同参画

推進計画 紫あ波せあっぷるプランⅡ」議決 

平成 27 年 9 月 4 日 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律施行 

平成 28 年 8 月 24 日 男女共同参画推進会議（計画の改定概要説明） 

9 月 12 日 男女共同参画推進委員会（計画の改定概要説明） 

9 月～10月 意見交換会開催（３回） 

12 月 27 日 男女共同参画推進会議（計画改定原案説明） 

平成 29 年 1 月 6 日 議員全員協議会説明 

1 月 10 日～31 日 意見公募の実施 

1 月 29 日 男女共同参画・女性活躍推進シンポジウム（計画周知） 

１月 29 日 男女共同参画推進委員会（計画案審議） 

２月 14 日 男女共同参画推進委員会（計画案最終審議） 

２月 24 日 議員全員協議会説明 
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この計画の愛称「紫あ波せあっぷるプランⅡ」は、第一次推進計画の名称を引き継いだもので、町の特産品りんごが親し

みやすいことから名付けられたものです。 

３月 13 日 
議会定例会3月会議において「第二次紫波町男女共同参画

推進計画 紫あ波せあっぷるプランⅡ 改訂版」議決 

６月 28 日 男女共同参画推進委員会（H28 取組状況報告、任期満了） 

７月 24 日 男女共同参画推進会議（H28 年度取組状況、指標確認） 

７月 26 日 男女共同参画推進委員会（新役員、 H28 年度取組状況、

指標確認 

１月 29 日 男女共同参画推進委員会（意識調査内容、セミナーの開催） 

平成 30 年３月 11 日 平成 29 年度紫波町男女共同参画セミナー 

７月 5 日 男女共同参画推進会議（H29 年度取組状況、指標確認） 

７月 11 日 男女共同参画推進委員会（改定委員会①） 

10 月 2 日 男女共同参画推進委員会（改定委員会②） 

11 月 20 日 男女共同参画推進委員会（改定委員会③） 

11 月 24 日 平成 30 年度紫波町男女共同参画セミナー（計画周知等） 

12 月 4 日 男女共同参画推進会議（計画改定原案説明） 

12 月 12 日 議員全員協議会説明 

12 月 21 日～ 

平成 31 年１月 25 日 
意見公募の実施 

２月 21 日 議員全員協議会説明 

３月（予定） 

議会定例会3月会議において「第二次紫波町男女共同参画

推進計画 紫あ波せあっぷるプランⅡ 平成 31 年 3 月改訂

版」議決 

第二次紫波町男女共同参画推進計画 

紫あ波せあっぷるプランⅡ 

平成31年3月 改定版 
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